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第３回同時市場の在り方等に関する検討会 

 

日時 令和５年 10月 23日（月）14：00～16：23 

場所 対面（電力広域的運営推進機関第二事務所会議室Ｏ）兼オンライン会議 

 

１．開会 

 

○長窪調整官 

定刻となりましたので、ただいまより、第３回同時市場の在り方等に関する検討会を開

催します。 

委員及びオブザーバーの皆様方におかれましては、ご多忙のところ、ご参加いただき、

誠にありがとうございます。 

なお、秋元委員におかれましては、15 時頃に途中退席とのご連絡をいただいております。 

本日の検討会についても、広域機関第二事務所での対面とオンラインの併用にて開催し

ております。ウェブでの中継も行っており、そちらでの傍聴も可能となっております。 

それでは、以降の議事進行は金本座長にお願いいたします。金本座長、よろしくお願い

いたします。 

 

２．議題 

（１）同時市場における費用便益分析の進め方について 

 

○金本座長 

はい。それでは、お手元の議事次第に沿いまして、これから議論に入りたいと思います。 

本日は、３点の議題についてご議論をいただくということにさせていただきます。 

まず、議題１は、同時市場における費用便益分析の進め方についてでございます。 

事務局の広域機関の方からご説明をお願いいたします。 

○下根マネージャー 

広域機関事務局の下根でございます。そうしましたら、一つ目の議題、同時市場におけ

る費用便益分析の進め方について、こちらの資料のほう、ご説明させていただきます。 

まず、右肩２ページが背景でございます。こちらは第１回の検討会でもお示しした進め

方ですが、費用便益分析というところで、Ｔｈｒｅｅ－Ｐａｒｔ Ｏｆｆｅｒでとか、供

給力・調整力の同時最適を仕組みとして採用している米国の評価事例等も参考にしながら、

費用便益項目として何が適切なのか、何が評価可能なのか、そういったところを議論いた

だくというところで、今後、具体的な進め方をしていくとしていたところです。 

また、第１回検討会の中でいただきましたご意見といたしましては、定量的な費用便益

分析だけではなく、事業者の行動をどのように変容させてしまうのかというような大きな
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視点ですとか、あるいはどういった視点・時間軸で考えるのか、そういった前提条件を決

めておくことが必要であるというご意見をいただいたところです。 

今回、そういったご意見等々も踏まえまして、まずは米国の評価事例等を紹介させてい

ただいた上で、前提条件ですとか、日本で評価可能な項目、そういったところの抽出を行

った上で今後の進め方についてご議論いただきたいというところでございます。 

では、まず米国の事例紹介というところから説明のほうに入らせていただきます。 

右肩８ページをご覧ください。まず、留意点ですが、これから紹介させていただきます

米国の事例に関しましては、今回、我々が検討しているｋＷｈとΔｋＷの同時最適、プラ

スアルファの便益が含まれているというふうに考えてございます。そういった点、今後、

同時市場の便益分析を進めるにあたりましては、こういった米国事例を参考にするにして

も、どういった要素が参考になるのか、そういったところはしっかり取捨選択する必要が

あるというふうに考えてございます。そういった観点を踏まえまして、次ページ以降の事

例に関しましては、どの時点を起点とした評価なのかですとか、あるいは何が改善された

ことによる便益なのか、そういったことをできる限り明示したというところでございます。 

そういった観点から９ページに、ＰＪＭの市場制度の変遷を載せてございます。下の表

にもございますように、ＰＪＭの市場制度というところ、一度に全ての制度の見直しが行

われたわけではなく、段階的な市場開発が行われているというところでして、このうち

我々のスコープとしているｋＷｈとΔｋＷの同時最適に関しましては、表の右上のほうに

ありますように、比較的新しい制度だというところで約 10年前に導入された話だというと

ころでございます。 

この点、後ほど説明させていただきますＰＪＭの便益評価といったところは、この下の

表にある項目、網羅的に便益として計上しているというところでありますので、そういっ

たところは留意点になり得るというところでございます。 

そういった観点、11 ページ以降、まずは米国全体の評価事例のほうから入らせていただ

いてございます。先ほど申しましたとおり、事務局で調査した範囲におきましては、同時

最適に特化したレポートというところが見当たらずというところでして、今回、ほかの参

考事例といたしまして、ノーダルプライシングの評価事例のほうを紹介させていただくと

いうところでございます。 

また、12 ページに各ＩＳＯごとの評価方法を列挙していまして、こういった点、大きく

事前の「モデル評価」と事後の「実績評価」に分かれていることが見受けられるというと

ころでございます。 

このうち、事後の実績評価に関しましては移行後にしか評価できないというところでも

ありますので、必ずしも全ての米国市場が事前の評価をもって移行を判断したわけではな

いというところではありますが、一方、我々はそういったところを事前にしっかりやって

いこうというところでもありますので、この下の表のうち代表的に三つ、ＰＪＭ、ＥＲＣ

ＯＴ、ＮＹＩＳＯ、こういったところの事例のほうを参考に見ていくというところでござ
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います。 

まず、ＰＪＭの事例というところでして、こちらは先ほどの市場制度の変遷にもありま

したように、変更した運用制度、そういったものを網羅的に便益として計上しているとい

うところでもありまして、その結果、全体で年間 30 から 40 億ドル程度の効果があるとい

うふうにされているところではございますが、こういった中に同時最適ですとか全国メリ

ットオーダー、そういった効果も含まれているというふうに考えてございます。 

下の表にもありますように、大きく四つほどの項目を挙げているところではありますが、

このうち何が関連するのかというところに関しまして、次のページで詳細のほうを説明し

てございます。 

14 ページをご覧ください。まず１点目、信頼性等々に関しましては、これは設備計画時

の話というところでもございまして、個々の州、送電所有者単位ではなく、広域大で計画

策定プロセスを行うことによって効率的になるということを指しているというところでし

て、これは現行の広域機関で実施しておりますマスタープランと重複する項目かなという

ふうにも考えてございまして、本検討会のスコープ外かと考えているところです。 

２点目ですが、こちらはそれぞれの地域で電気の使用パターンに多様性があるというと

ころから、不等時性等を考慮した予備力の削減を図れるということを指しておりまして、

こちらは今回の我々のスコープ、ｋＷｈとΔｋＷの取り合い解消に伴う便益、同時最適の

便益に関連するのではないかというふうに考えているところです。 

３点目が、効率リソースへの統合というところでして、ＰＪＭの発電相互接続プロセス

ですとか、競争の激しい容量市場の組合せによりまして、効率の悪いリソースの新陳代謝

が図られるというところを示してございまして、これは系統接続面の話ですとか、あるい

はＬＭＰに伴う立地誘導インセンティブの話かというふうに考えていますので、本検討会

の対象外というところでございます。 

最後、４点目ですが、こちらは経済ディスパッチエリアの拡大というところでして、こ

れに伴う効率の向上ということを示しているところでございまして、これはある意味で分

かりやすく、全国メリットオーダーの推進という観点でして、そういったところ、今回の

全国ＳＣＵＣ、そういったところの導入効果に近しい話ではないかというふうに考えてい

るところです。 

続きまして、ＥＲＣＯＴの評価事例というところでございます。ＥＲＣＯＴでは大きく

二つ、「給電指令の改善による発電費用削減」と「電源接続箇所の改善による発電費用削

減」、この二つが挙げられているというところでして、このうちの一つ目が同時市場に近

しいものというふうに考えておりまして、先ほどとも重複するところではありますが、全

国メリットオーダーの推進に伴う発電運用の効率化というところが便益として挙げられて

いるというところでございます。 

続きまして、ＮＹＩＳＯですが、こちらは前身のＮＹ Ｐｏｗｅｒ Ｐｏｏｌと呼ばれ

ます時代、この時代におきましてはエリアを六つに細分化して、各エリアごとにユニット
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コミットメントを行っておったというところを、ＮＹＩＳＯに移行するに伴いまして、エ

リア全体でのユニットコミットメントを行うことができる、そういった全国メリットオー

ダーの効果というところが主たる便益で挙げられておるというところでございます。 

米国の事例は以上というところでして、そういったところも踏まえながら日本における

考え方というところを整理するところではございますが、日本におきましても何らか参考

にできる事例はないかというところで、次のページ以降に、まずは参考事例のほうから紹

介させていただいているというところでございます。 

21 ページにありますように、参考にした事例といたしまして一つ、広域連系系統のマス

タープランにおける考え方というところを抽出したというところでございます。 

マスタープランに関しましては、いわゆる主回路増強、そして同時市場におきましては

制度の変更というところですので、似て非なるものというところではございます、とはい

え、共通的な項目もあろうというところで、具体的には主たる便益というところを「燃料

コスト・ＣＯ２対策コスト低減」に置いているという点ですとか、あるいは「価格弾力性

の扱い」「具体的な諸元」の扱い等々が参考になるのではないかというふうに考えたとい

うところでございます。 

まず一つ目、価格弾力性への対応というところに関しましては、マスタープランの検討

の際におきましても、価格弾力性を反映すべきではないかというようなご意見、課題があ

ったというところではありますが、そのためには具体的に需要モデルをどのように設定す

るのかといった課題ですとか、あるいはＥＮＴＳＯ－Ｅを代表とした海外事例におきまし

ても価格弾力性がないものとして検討されている、そういった海外事例も含めまして、マ

スタープランの一次案の検討段階では価格弾力性がないモデルで検討を進めておったとい

うところでございます。 

具体的な諸元に関しましても、便益項目には国の審議会等々で決まった値を基本として

感度分析を行っているというところですとか、あるいは費用の項目に関しましても、割引

率・年経費率等を設定の上、主要な工事の法定耐用年数をもって評価期間としているとい

うところでございました。 

こういったところを参考にしまして 25ページ、今回の我々の同時市場における費用便益

分析の基本的な考え方ということを整理させていただいてございます。 

まずもってというところで、費用便益分析の便益に関しましては、同時市場を導入する

場合・しない場合、両方における社会的余剰の変化から算定するのが一般的かというふう

に考えてございます。 

一方、そういったところを厳密にやろうと思いますと、先ほどの話、需要モデルの構築

が必要になってくるというところではございますが、そういったところには課題があると

いうところですとか、あるいは最適化ＳＣＵＣロジックの検証におきましても、買い入札

の模擬というところはこれからの課題であるというところもございます。そういったとこ

ろを踏まえまして、先ほどマスタープランの例等も踏まえつつ、まずは価格弾力性のない
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モデル、そういったところで定量的な分析というところを進めさせていただきたいという

ふうに考えているところでございます。 

またということで、費用に関しましては、今回、市場制度の変更というところですので、

主にはシステム構築のコストというふうになろうかと考えておりますが、具体的にどうい

ったシステム構築のコストがかかるのかというところに関しましては、今後の深掘りかと

考えてございます。 

また、最後、定量評価以外の定性的な項目の整理も非常に重要だというふうにも考えて

ございまして、こちらは定量的に行った便益分析というところが過大評価なのか、あるい

は過小評価なのかというところを判断するための参考材料ですとか、あるいは同時市場を

導入する際の留意点の示唆にもつながるというふうにも考えておりまして、こういった大

局的な観点から同時市場を捉えるためにも、どういった定性的な評価があり得るのかとい

うところを議論することは重要であるというふうに考えてございます。 

続いて、評価対象期間ですが、幾つかの考え方に基づきまして、「2030 年頃から 10 年」

で評価することとしてはどうかと考えてございます。 

一つ目の理由といたしましては、同時市場と密接に関係があると考えられる次期中給の

運開に関しまして 2020年代後半以降のどこかのタイミングであるということ。二つ目が、

先ほども申しましたとおり、主たる費用がシステム構築だというところでございますが、

一般的に大規模システムの耐用年数（寿命）に関しましては 10年を超えるというところで

もございますので、この期間に妥当性があるのではないかと考えたところ。３点目が、海

外事例におきましても、10 年を対象とした評価事例が存在するところ。こういったところ

から今回、「2030 年頃から 10 年」という評価対象期間を提案させていただいておるという

ところでございます。 

こういった時間軸に関しまして、割引率・年経費率等も加味しながら定量的な分析を進

めていってはどうかというふうに考えているところでございます。 

ここまでが前提条件でして、続いての第３章におきまして、日本で評価可能な項目の抽

出に入るというところでございます。 

この点、先ほどのアメリカＰＪＭの市場変遷の日本版というところを用意してございま

す。この趣旨といたしましては、日本におきましても、これまでも様々な電力システム改

革を行ってきたところでもございますので、そういった中で、既に享受した便益というと

ころを二重計上しないことが大事であるというふうにも考えておりまして、どこまでが享

受済みの便益なのか、あるいは今回の制度変更によって何がプラスアルファの便益なのか

というところをしっかり見定めるために、こういった変遷の図を作成したというところで

ございます。 

具体的には、これまでの電力システム改革におきましても、ｋＷ・ｋＷｈ・ΔｋＷごと

に電気の価値を分けた上で、それぞれの全国市場を段階的に設計してきて、広域的な調

達・運用というところの効率化は図ってきたというところでもございます。 
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そういった観点から、現在を起点といたしますと、今回の同時市場でプラスアルファ、

どういった制度変更があり得るのか、便益があり得るのかというところに関しましては、

やはり右上にもございますように、同時最適というところの導入効果が一番大きいのでは

ないかというふうに考えたというところでございます。 

こういった観点から 33ページでございますが、定量的に評価可能と考えられる「便益」

項目について抽出を行ったというところでございます。 

前述の米国等における参考事例でございますとか、あるいは先ほどもご説明させていた

だきました日本の何が変更点なのか等々の観点も踏まえまして、評価可能な項目というと

ころを大きく二つ抽出してございます。 

１点目が、調達フェーズにおけます①というところで、ｋＷｈとΔｋＷの同時最適化に

伴う調整力コストの削減効果、２点目が、運用フェーズにおけます広域大の混雑処理とい

うところが全国メリットオーダーの推進に伴いまして、さらに費用が削減するのではない

かと、こういった２点を挙げておるというところでございます。 

具体的なイメージというところを次のページ以降で掲げてございまして、まず１点目、

同時最適化に伴う調整力コストの低減に関しましては、こちら前回もお示しした図でもご

ざいますけども、ＰＪＭにおける「予備力」と「調整力」の一体的な効率運用というとこ

ろを参考にいたしまして、今後、タスクアウトした先、調整力の細分化作業会におきまし

て、こういったところの詳細分析を行っていく予定でございますので、こういったところ、

調整力コストの低減量というところが定量的に把握できれば、コストとしても定量評価が

可能ではないかというふうに考えておるというところでございます。 

２点目が、混雑処理の話というところでして、現在の混雑管理方法というところは、い

わゆる再給電方式というところで、エリア内の電源持ち替え、エリア単位の個別最適にな

っておるというところでございます。こういったところが全国系統を模擬した上でのＳＣ

ＵＣを回すという話になりますと、全国大の電源持ち替え、広域大での全体最適になると

いうところで便益が生まれるというふうに考えてございます。 

続きまして、定量評価における「費用」というところでして、こちらも先ほど申しまし

たとおり、主たるものはシステム構築費用というふうに考えておりますが、具体的にどう

いったシステムがあり得るのかというところでございます。 

この点、左下の図にも示しておりますように、まずは電源起動・出力配分と呼ばれます

緑のディズパッチシステム、そして市場のシステムでもございます入札から精算まで含め

た価格を算定するピンクのシステム、こういったところが主たるものになってくるという

ふうに考えておりますが、こういったところが既存のシステムと連携する費用ですとか、

あるいは事業者側、そういったところのシステム対応も必要になってくると考えてござい

ますので、どこまでを定量評価可能なのか、そういったところにつきましても、今後、精

査を行っていきたいと考えているところでございます。 

最後に、定性的な評価項目というところでございまして、一つ目のポツに関しましては、
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先ほども申しました定性項目の評価の重要性というところでございまして、こういったと

ころをご議論いただくにあたりましては、例えばというところで、前身の勉強会におきま

しても、同時市場の導入によって幾つかの課題が解決するのではないかというところを提

示しようとしたところでもございますので、そういったところを振り返りつつ、定量的な

項目以外の定性的な評価に関しましてもどういったものがあり得るのかというところをご

議論いただきたいというところでございます。 

まず、振り返りの一つ目というところで 41ページでございますが、こちらは安定供給の

観点というところでして、時間が異なる複数の市場があるというところから、ｋＷｈとΔ

ｋＷの取り合いに伴う応札不足ですとか、安定供給上の懸念が発生しているというところ、

こういったところが同時最適の導入によって課題解決するのではないかというところが可

能性として示されておったところでございます。 

２点目、こちらはメリットオーダーの観点でございまして、こちらは先ほども定量評価

した項目とも重複するところではございますが、無駄な調整力必要量ですとか過剰な電源

起動になっている、あるいは価格規律の関連の薄さから全国メリットオーダーが成立して

いない可能性も示唆されておったというところでございます。 

最後、その他というところでございまして、こちらは再エネが市場統合されていく中に

おける再エネ予測誤差対応、つまるところ、時間前市場の流動性向上みたいなところです

とか、あるいは複数ある市場が一つになるというところから、市場プロセスの簡素化が図

られる、そういったところが便益として挙げられておったというところでございます。 

ここまでのところが今回の検討内容というところでして、そういったところを受けて、

最後、今後の進め方というところを提案させていただいてございます。 

先ほどもお示しいたしました便益項目の①②に関しましては、いずれに関しましても検

証Ａですとか検証Ｂ、あるいは細分化作業会のタスクアウトの項目によって初めて概観が

明らかになってくるというふうにも思ってございます。 

またということで、システム構築費用に関しましても、同じく制度の概観が一定程度明

らかになって初めて試算が可能になるというふうにも考えてございまして、便益側・費用

側ともに検証項目が一定程度進捗した暁に試算が可能かというふうにも考えておりますの

で、まずはそういった検証のほうをしっかり説明させていただきまして、そういった定量

的な評価に入っていきたいというふうに考えているところでございます。 

併せてというところでございまして、定性的な項目に関しましては、今後の本検討会の

議論等も踏まえまして、いただいたご意見、丁寧に拾い上げていきたいというふうに考え

ておりまして、今回のような進め方を提案させていただいているというところでございま

す。 

こちらの資料の説明のほうは以上となります。 

○金本座長 

 どうもありがとうございました。それでは自由討議・質疑応答の時間に入りたいと思い
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ます。会議室にいらっしゃる方は名札を立てていただき、ウェブの方は挙手ボタンあるい

はチャットでお知らせください。それでは、よろしくお願いいたします。 

 横山先生、お願いします。 

○横山委員 

横山です。今日は、ちょっと事情がありオンラインで参加をさせていただいております。 

ご説明、ありがとうございます。便益につきましては、スライドの 33に示してあるのが

最後の結論で非常に分かりやすいかなと思いまして、この①のｋＷｈとΔｋＷの同時最適

化に伴う調整コストの削減、それと②の広域大の混雑処理による全国メリットオーダーの

推進による費用低減、この二つが非常に大きなパートになるんじゃないかというふうに、

私も自分自身でプロジェクトの評価とかという研究でこれまでやってきた経験から言いま

すと、この二つが大きなパートになるんじゃないかなというふうに思います。 

質問は、かかるコストのほうなんですけども、費用項目ではスライド 38ですかね、そこ

でご説明いただいたと思うんですが、この次期中給である程度の同時最適に近い、系統制

約は入ってないかもしれませんが、ある程度の同時最適に近いシステムも非常時対応で入

れられるというふうに見ておりますけども、新たな同時システムの費用はこの次期中給の

この新たに構築されたシステムからのプラスアルファになるんでしょうか、それとも更地

からつくるというコストになるんでしょうか。 

その辺り、整理をしていただければなというふうに思ったんですが、この資料でちゃん

と整理されたのかどうか、よく聞き取れなかったので、もう一度教えていただければと思

いました。 

以上です。 

○金本座長 

 ありがとうございます。そのほか、ございますでしょうか。五十川委員、お願いいたし

ます。 

○五十川委員 

 ありがとうございます。ご説明をありがとうございました。費用便益分析は、結果が数

字ではっきり出るものですので、恣意的なものとならないように、数字が独り歩きしない

ように丁寧に実施する必要があるかと思います。 

 関連して私のほうから３点、コメントさせていただきます。 

 １点は、費用便益分析の前提条件についてです。事前の段階での分析となる以上、モデ

ルやパラメータに仮定を置きながら分析を行うことは避けられないことかと思います。今

回のスライドには、25ページ、26ページの基本的な考え方と評価対象期間についてまとめ

られていただいています。この前提について本日の時点で特段異論はないのですが、前提

条件が変わった場合に、どの程度結果が変わるのかという頑健性の検証が非常に重要にな

るかと思います。 

 ２点目、40 ページにあります定量的に評価できない費用や便益についてです。定量的な
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評価が難しい項目があるというのは致し方ない点かと思いますが、あまりにも多くがこの

部分に含められますと費用便益分析の結果の解釈が難しくなる点を懸念します。 

 ベネフィットやコストの一部しか含められていないとすると、Ｂ／Ｃ、ベネフィットオ

ーバーコストとして出てきた数字が誤解を招くことになりかねません。定性的に議論せざ

るを得ない項目が定量的なものに比べて、本当にマイナーなのかは丁寧に議論する必要が

あるかと思います。 

 また、場合によってはＢ／Ｃという結果の出し方自体も検討したほうがよいかと思いま

す。特定の項目についてベネフィットはどの程度なのか、コストはどの程度なのかという

検証は定性的な項目が別にあっても意味があると思いますけれども、そこからＢ／Ｃで評

価を行うというのは一段ハードルが高い話だと思います。 

 いずれにしましても、47 ページにも記述されておりますが、定性的な便益や費用等にど

のような項目があるかは今後の議論も踏まえて拾い上げていくということが必要であるか

と思います。 

 例えば私のほうでは、前回の検討会で、運用における解の収束とペナルティー項につい

てコメントさせていただきました。もし、同時市場を導入する上で数値計算としてハード

ルが上がり、ペナルティーが大きくなるということがあれば、こういったものも費用項目

として想定されるのではないかと考えています。前回のコメントのほぼ繰り返しとなり恐

縮ですが、この点、費用便益分析の中でマイナーなのかどうかという点は気になるところ

であります。 

 ３点目、費用便益分析において、費用便益が発生する主体についてです。費用便益の関

連する主体のそれぞれにどのような費用あるいは便益が生じるのか。それを足し合わせた

ものが費用便益分析のベースになるという理解です。 

 もちろん全体として費用と便益がどの程度なのかというのがメインの関心かと思います

が、実際に新しい制度に移行する際には主体別の費用便益というのも論点としてあっても

よいかと思いました。 

 私からは以上です。 

○金本座長 

 どうもありがとうございました。 

次は小宮山委員でしょうか。 

○小宮山委員 

 小宮山でございます。ご説明、ありがとうございました。 

私も、まずは便益に関しまして、先ほど横山先生からもご指摘のとおり、33 枚目のスラ

イドの、こうしたｋＷｈとΔｋＷの同時最適による調整コストの低減と、全国メリットオ

ーダーを進めることでこの同時市場の、やはり効用が恐らく最大になるというふうに私も

思っております。 

そうした中で、このＳＣＵＣとＳＣＥＤをやはり実施することで様々な起動性能、それ
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から運転性能、それから、そうした電源の様々な機能を踏まえて無駄なく調整力の必要量

を最適化する、それから起動計画を最適化する、そうしたことでそうした点が便益の中心

になると。なおかつ、広域的に、やはり混雑処理することで広域的にも調整力を融通する

ことで調整力全体も恐らく合理化できる、そうしたところが恐らく便益の中心になるかな

というふうに私も思っております。 

 そうした中で、今後の方針に関しまして、47 枚目のスライドの方針にも賛同させていた

だきます。１点、こうした機会を踏まえまして、調整力の区分の在り方等についても同時

に検討いただければというふうに思っております。 

 現行の調整力がこうした同時市場において最適な類型であるのかどうか、やはりより合

理化、調整力の区分を合理化することで、より同時市場の便益が最大化できるような、そ

ういう区分けもあるのかどうか、そうした点でもご検討いただければというふうに思って

おります。 

 以上でございます。 

○金本座長 

 どうもありがとうございます。 

次は市村委員ですかね。お願いします。 

○市村委員 

 ありがとうございます。市村です。 

 私のほうから１点、コメントさせていただければと思います。基本的に、まず事務局の

費用便益の進め方については異論はないというふうに思っています。あとは、ちょっと関

連してというか、定量的な評価だけではなくて定性的な評価とも関わってくるところだと

思うんですけども、基本的にこの同時市場の検討という中で言うと、特に今、費用便益の

中で強調されているのは、どちらかというとＣｏ－ｏｐｔｉｍｉｚａｔｉｏｎという、そ

ちらの側面かなというふうに思っています。一方で、まさにＴｈｒｅｅ－Ｐａｒｔ Ｏｆ

ｆｅｒというところとＣｏ－ｏｐｔｉｍｉｚａｔｉｏｎといったところ、こういったとこ

ろをやっていくというのが同時市場の一つの大きな柱かなというふうに思ってまして、そ

の意味で、Ｔｈｒｅｅ－Ｐａｒｔ Ｏｆｆｅｒに変わったことによる便益というのも、少

なくともここは定量的に、定性的にというかですね、その評価は必要なのかなというふう

に思っています。 

その意味で関連して申し上げると、本来的には定量的に評価していたほうがいいんじゃ

ないかなとは思うんですが、スライドの 25ページ目のところでも記載されていますが、買

い入札の模擬についてはなかなか難しいというところもあって、まずはその価格弾力性が

ないモデルで検討を進めるということだと理解しておりますので、その意味でなかなか買

い入札側をどう模擬していくのかというところの難しさというところはあるかなというふ

うに理解しています。 

したがいまして、今後、ここら辺の買い入札の模擬といったところを、まずは弾力性が
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ないモデルで検討を始めるということなんですが、どういった時間軸でその買い入札の模

擬も含めてやっていくのかといったところの中で、必要に応じて、今申し上げたようなＴ

ｈｒｅｅ－Ｐａｒｔ Ｏｆｆｅｒということ、ブロック入札との違いということが主には

なるかと思いますが、それによる便益といったところの評価といったところも、必要に応

じて定量的に評価することもできるのではないかというふうに思っています。 

ここら辺は将来的な 10年後というところで、今、評価対象期間を置いていただいており

ますが、過去の入札との関係といったところで評価していくというのも場合によってはあ

り得るかなという気はしますので、その意味で、基本的な進め方については特段異存はな

いですけども、今後の進め方の中でそういった点も考慮いただければというふうに思って

おります。 

以上です。 

○金本座長 

 どうもありがとうございます。 

 次は、秋元委員、お願いをいたします。 

○秋元委員 

 秋元です。ご説明、ありがとうございました。私も資料全体についてはかなり丁寧に書

かれていて、この資料の方針について大きな異存はないです。このとおりに進めていって

いただければというふうに思います。 

 その上で、五十川委員と重複する部分がございますが、一つとしては、やはり何が費用

で何が便益なのかというところに関して、その追加分が何なのかということに関しては、

ぜひ丁寧にその定義をしっかりして、定量的な分析をしっかりしていただきたいというふ

うに思います。 

 やはり、あとモデルを使った分析で定量的に評価していけるというのは、特に今回、一

つは今、市村委員もおっしゃいましたけど、価格弾力性の部分に関して、一旦ないものと

して計算してみるということで、その方針自体は結構でございますが、それに限らず、

様々な部分で非常に計算時間がかかる可能性もあり、そういう中で、単純化しないとモデ

ル計算の解が得られにくいということがあるかと思いますので、そういう部分で定量的な

評価ができない項目がたくさん出てくるかなという懸念を持っています。 

 できるだけ定量的に評価していくということが重要でございますし、どうしてもできな

いという部分に関して、しっかり定性的な評価も加えていくということは方針でも書かれ

ていますが、しっかり行っていただきたいと思いますし、最後に書かれていますように、

意見を丁寧に拾い上げていくということでございます。 

 ぜひそういうことをして、全体をやっぱり評価できるものとできないものなどちゃんと

整理ができて、できてないものについてもしっかり見ていくということが重要だと思いま

すので、その方針で進めていただければというふうに思います。 

 以上です。 
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○金本座長 

 ありがとうございました。 

 次は、松村委員、お願いいたします。 

○松村委員 

 松村です。聞こえますか。 

○金本座長 

 はい、聞こえてます。 

○松村委員 

 はい。事務局の整理、全て合理的だと思いますので支持します。丁寧に整理していただ

いて、ありがとうございました。 

 横山委員がご指摘になったコストのところで、全体のコストなのか追加コストなのかと

いうのは、事務局からそういう回答になると思うのですが、当然、これは理屈からしても

追加コストでないとおかしい。どのみち、中給のシステムは耐用年数があり、一定の年数

で更新しなければいけない。同時市場をやらなくたって、必要なコストは、費用便益分析

をする際の費用に入るはずがない。理屈からしてそうだと思います。 

 具体的に、これは入るのか入らないのかということがもし判断に迷うようなものが出て

くれば、ここはそういう意味で判断に迷いましたということを今後教えていただきたい。 

 それ以外にも、ある程度簡略化してやらざるを得ないというのは全くそのとおりですが、

もし明らかにそこを簡略化した結果として、便益を過小評価になっている、あるいは過大

評価になっているというものが出てきたら、その点も丁寧に、ここを簡略化した結果とし

て過大になっている可能性がかなりありますとか、過小になっている可能性がありますと

いうことも最終的な段階で丁寧に説明していただければと思いました。 

 以上です。 

○金本座長 

 ありがとうございます。これで伺ったのは、全てですかね。 

 じゃあ、野澤オブザーバー、お願いいたします。 

○野澤オブザーバー 

 すみません、ｅｎｅｃｈａｉｎ、野澤です。ご説明、ありがとうございます。私もまと

めていただいた内容、非常にクリアで異存ございません。 

 １点だけ、コストベネフィット分析のところなんですけれども、ちょっと考え方の前提

に結構アメリカのＰＪＭだったり、ＥＲＣＯＴであったりが出てきていて、当然、そうい

うふうになるんだろうなというふうには思うんですけれども、アメリカと日本の制度設計

の違いとかというのもかなりあるのかなというふうに思っているので、ちょっと今、日本

には存在しない概念、例えばノーダルプライスとか、あと、アメリカはネガティブオファ

ーも認められているのでネガティブプライスであったりとか、あと、よく言っているのが

燃料調達のやっぱり環境の違いとかというのは、結構大きなポイントとして出てくると思
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うので、そういった両国の制度設計の違いですかね、それに伴う追加的な便益もあるでし

ょうし、追加的なコストもあると思うんですけれども、その辺りは、限界はあると思うん

ですけれども、大きなところだけ漏れがないように評価いただければありがたいなという

ふうに思っております。 

 私からは以上です。 

○金本座長 

 どうもありがとうございました。 

 次は、新川オブザーバー、お願いいたします。 

○新川オブザーバー 

 新川でございます。ありがとうございます。ご説明、ありがとうございました。また、

海外事例、マスタープランの例なども参考になりました。 

 本件、費用分析は同時市場導入のメリット等を明らかにするために行っているものと理

解をしております。そのため、費用面については同時市場を導入しなくても要した費用を

想定して、同時市場導入による差分を明らかにする必要があると思っております。 

そうした点からは、25 ページでシステム改修のコストに言及をされております。現在進

められております中給システムの統合は、所与のものとして追加費用とするのかしないの

かということは明確化していく必要があると思っております。 

 また、38 ページにも論点が示されておりますけれども、市場約定システムの構築費用や

小売事業者・発電事業者におけるシステム対応費用を範囲とするのかといった点を検討す

る必要があると思っております。 

 それから、便益の分析につきましては、シミュレーションを用いるなど技術的にチャレ

ンジングだと思っておりますが、一方の費用面の分析については、そうした織り込むべき

費用の整理によってかなり変わってくるはずでございまして、それが費用便益分析の結果

にも影響すると考えられますので、47 ページの今後の検討の進め方にも記載をいただいて

いると思っておりますけれども、今後も注意して議論いただければ幸いでございます。 

 費用便益分析は、電気の利用者の託送料金への理解を深める上でも重要な点でございま

すので、指摘をさせていただきました。ありがとうございます。 

 以上です。 

○金本座長 

 どうもありがとうございます。 

 そのほか、関西電力の齊藤オブザーバーですか。よろしくお願いします。 

○齊藤オブザーバー 

 ありがとうございます。関西電力の齊藤でございます。 

 費用便益分析につきまして、発電小売 PGの立場から、１点発言させていただきます。 

今回、費用分析評価の進め方をご提示いただきましたが、同時市場の導入に伴う発電事

業者側の費用や便益は、同時市場の具体的な在り方によっても変わってくると思いますし、
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定性的なメリットだけでなくて、デメリットも考えられると思います。 

先ほど委員の方からもご発言がありましたけども、分析結果を提示いただく際には、ど

のような市場の仕組みを前提としたかに加え、発電事業者、市場運営者及び系統運営者等

の各費用便益をどこまで分析に取り入れたのかということを明確に提示いただき、導入の

効果をしっかりと議論いただける形でご提示いただければと思います。 

 以上でございます。 

○金本座長 

 どうもありがとうございます。 

 あとは、永田オブザーバーですか、はい。 

○永田オブザーバー 

 ありがとうございます。永田でございます。 

 私からコメントというよりは、２点、表現上かと思います、ちょっと簡単なご質問をさ

せていただきたいと思います。 

まず、14 スライドのほうで２番目の発電投資の項、ＰＪＭによる便益というところで、

丸のところの文章を拝見すると、容量市場とか、項目がＩｎｖｅｓｔｍｅｎｔという言葉

があったりとか、そういう意味で、キャパシティーであったり、ｋＷであったりというと

ころの価値というところもＰＪＭとしてはそれなりに見ているのかなというふうに拝見し

たんですけれども、そこはその整理として、ここでの立てつけとしては書いていただいた

とおりｋＷｈとΔｋＷのところにフォーカスして評価を進めていくという、そういうご表

現という理解でよろしいかという点と、あと、35ページのほうですね、35ページの頭のボ

ックスの中の表現で、まずＰＪＭで、「一体的に扱っている」という表現があって、この

一体的というのが見出しで書いてあるとおりの取り合いの解消ということと同義という理

解でよろしいのか。 

ここでの評価するのは、あくまで同時市場で扱うことによって取り合いが解消すること

で調整力の調達コストというものの低減につながっていきますよと、そういうことを評価

するという理解ということでよろしいか、ちょっと２点、確認させていただきたいと思い

ます。ありがとうございます。 

○金本座長 

 どうもありがとうございます。 

 あとは、太陽光発電協会の増川オブザーバー、お願いします。 

○増川オブザーバー 

 ありがとうございます。太陽光発電協会の増川でございます。 

 私のほうからは１点、質問と、１点、コメントがございます。 

質問のほうは、費用便益評価の前提条件に関しまして、スライドの 21ページにも言及さ

れていますけれども、前提条件で、一つ目はやはり燃料コストの削減、それからＣＯ２対

策コストの削減と、二つが要素ということでそのとおりだと思います。 
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ただ、これは将来見通しがなかなか難しいと思いますので、例えばＩＥＡの最新の「Ｗ

ｏｒｌｄ Ｅｎｅｒｇｙ Ｏｕｔｌｏｏｋ」のシナリオを使うのか、何かその辺の考え方

が、次回以降でもしお示しいただけるのかもしれませんけども、何か方向性、最新版を使

うとか、あるいはいつのを使うとかが何かあれば教えてください。 

それから、二つ目はコメントですけれども、先ほど小宮山委員のほうからご発言があり

ましたけれども、調整力をどういうふうに活用させるか、どういうふうにそれぞれの電源、

特性に応じて使っていくかということで、結果にも影響が及ぶものと理解しておりますけ

れども、特に変動性再エネ等の後のほうの議題にも入っておりますけれども、その扱いを

どういうふうにするかで大きく、導入量が増えているという前提ですけども、大きく影響

を及ぼすということもあり得ますので、その辺の考え方については丁寧にご検討いただき

たいのと、あと、なかなか大変なスタディーになるので、センシティビティというのは難

しいとは思うんですけれども、その活用の仕方で何か大きな影響が及ぶというのであれば、

その辺も何か方向性を示していただいて、将来の変動性再エネの活用の仕方ということに

関しても、少し何か示唆が得られるような検討になると大変ありがたく思います。 

私からは以上でございます。ありがとうございます。 

○金本座長 

 どうもありがとうございます。 

 あとは、東京ガスの石坂オブザーバー、お願いいたします。 

○石坂オブザーバー 

 東京ガスの石坂でございます。どうもご説明、ありがとうございます。 

 私からは２点、コメントさせていただきます。 

 まず１点目なんですけれども、先ほどからコメントとして出ております費用をどこまで

見るかという点と関連するんですけれども、費用便益を考える際に、将来の施策をどうい

うふうに織り込むか、どういうふうに取り除くかというのはきちんと整理しておく必要が

あると思いました。例えば、需給調整市場の前日取引化というのが現在検討されておりま

すけれども、これは同時市場の有無にかかわらず、実施されるものですので、こういうの

は費用からも便益からも除くんだと思うんですけれども、将来の施策をどこまで取り除く

かというのは、きちんと整理いただく必要があると思っております。 

 ２点目、３ポチの便益の項目についてなんですけれども、小売事業者の目線でいきます

と、今回の施策で、市場で売り切れが起きてスパイクが起こると。３年前の冬に頻発しま

したけれども、そういうことが抑止されるという効果が事業者目線では非常に大きいと思

っています。こういうスパイクが減るという効果を定量的に評価するというのはなかなか

難しくて、ひょっとすると定性的な評価にならざるを得ないのかもしれませんけれども、

そういう評価もご検討いただければと思っております。 

 以上でございます。 

○金本座長 
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 どうもありがとうございます。 

 これで大体、全員カバーされたと思います。 

 それでは、事務局のほうからお答えできるものについてお答えをお願いいたします。 

○下根マネージャー 

 事務局でございます。委員の皆様、オブザーバーの皆様、大変多様かつ有益なご意見を

いただきました。ありがとうございます。 

 まず、最初のほうに、横山委員にいただきました、費用として次期中給の関係はどうな

っているのかということに関しましては、この辺り、松村委員からも補足いただいたとこ

ろではございますが、ご指摘のとおり、実際、現行の次期中給システムをリプレースする

という側面、どっちみち必要であろうというところから次期中給は構築されるというとこ

ろでもございますので、そういったところに関しましては所与というところになろうかと

考えてございますが、一方で、第１回の検討会のほうでも、送配電網協議会からプレゼン

いただきましたように、現行の次期中給システムは現行制度を前提として構築していると

いうところでもございますので、そもそも適用できる点と、プラスアルファ、何かしら改

修しなければならない点というところがあろうかというふうに思ってございますので、そ

ういったところをほかのオブザーバーの方々にもいただきましたところ、何が変更差分な

のかというところをしっかり見極めた上で、プラスアルファというところで何が計上され

るのかみたいなところは、今後しっかり整理した上でお示ししていきたいと考えていると

ころでございます。 

 また、五十川委員でございますとか秋元委員、そのほかも含めましていただきましたと

ころ、定性的なところが残るのはやむを得ないところではございますけども、どこまでト

ライアルできるのか、あるいは定性的な項目というのをどのように評価するのかというと

ころが大変重要であるというふうにも考えてございます。 

この点、市村委員からもいただきましたところ、例えばＴｈｒｅｅ－Ｐａｒｔ Ｏｆｆ

ｅｒの便益、ブロック入札の便益等々に関しましても定量評価に加えられないのか、そう

いったところのご意見もいただいたところでもございまして、まずは今回提示したところ

を主に定量評価していきたいところではございますが、今後の状況の変化等も見据えなが

ら、プラスアルファ、何が定量評価できるのかというところはしっかり検討させていただ

きたいというふうにも考えてございます。あるいはそういったところはどうしても難しい

ところが残り得るというふうに考えておりますので、そういったところが全体に占める割

合でございますとか、あるいは資料にも記載している内容ではございますが、過大評価側

なのか過小評価側なのかというところで、評価全体におけるプラスかマイナスか、どちら

に振れる話なのかというところは各項目をしっかり精査した上でお見せして、全体的な評

価を皆様方にご議論いただくように考えていきたいと考えているところではございます。 

幾つかいただきましたご質問に関しましてですが、永田オブザーバーからいただきまし

たＰＪＭの事例等々の読み解きというところでございますが、ご指摘のとおり、ＰＪＭの
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評価というところに関しましては、容量市場、キャパシティー価値というところに関しま

しても削減便益があるというところをうたわれてございまして、この点はご指摘のとおり

でもございまして、他方、今回の検討会で定量的に全て計上できるわけでもないというの

は思ってございますので、あくまでもこのＰＪＭの評価事例というところは、この数字が、

そのまま享受できるという話ではなく、幾つか評価している中のうち一部参考になるもの

があるというところの事例であるというふうに受け取っていただければと考えてございま

す。 

そういった観点で、35 ページに提示したところもご理解のとおりでございまして、予備

力と調整力というところをどのように連続性を持って取り扱うことができるのか、こうい

ったところが小宮山委員にもいただきましたところ、調整力の区分の在り方等にも紐づく

ところかなとも思ってございますが、いずれかしこ、こういったところもしっかり検討を

行った上で、定量的に何が便益としてあり得るのかというところは、ほかの検討項目とも

平仄を取りながら、しっかり進めていきたいと考えているところでございます。 

 最後、増川オブザーバーからいただきましたところ、今後の検討の進め方というところ

で燃料コスト等の諸元をどのように扱うのかということに関しましても、当然、今後の検

討かと考えているところではございますが、一例といたしましては、マスタープラン等々

でお示ししたような考え方もあろうかというふうに思っておりますので、そういったとこ

ろを最初の諸元にするという考え方もあれば、あるいはそのプラスアルファの市場評価と

して何がふさわしいかというところもしっかり考えていきたいと思っているところではご

ざいます。 

 事務局からの回答としては以上となります。 

○金本座長 

 どうもありがとうございました。 

私のほうからちょっとだけ追加のコメントですが、いろいろな方からご意見がございま

したように、費用便益分析はＷｉｔｈとＷｉｔｈｏｕｔを比較すると。何か新しいことを

やるのがＷｉｔｈで、そんなことをしないというのがＷｉｔｈｏｕｔですが、これが何な

のかと。 

例えばシステムコストは、いずれにせよ中給を改修しなきゃいけないんだとすると、大

部分は両方に同じようにかかるものだといったことになりますし、あと、今回は同時最適

化するか、しないかというのを基本に置いていますけども、その前に、例えばアメリカだ

とＭＩＰベース、最適化ベースでシステムを組んだというのが 2005年、６年とか、その辺

りでございます。 

それでシステムが非常にシンプルになって、うまく組めるようになったので同時最適化

もやりますという形になったんですが、そのＭＩＰ化のところをＷｉｔｈにして、ＭＩＰ

化しない、今のラグランジュ緩和法的なものが使われていると思うんですが、それがＷｉ

ｔｈｏｕｔなのかとか、この辺はまだまだしっかりと詰めなきゃいけないことがたくさん
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残っているということで、結構事務局のほうは大変ですが、よろしくお願いをいたします。 

もう一つは、同時最適化の効果というのは、実は分析が非常に面倒でございます。不確

実性が全くなくて、決定論的なモデルですと、この同時最適化の便益はほぼほぼないと見

ていい。 

いずれにせよ、事前にどれだけ予備力を持っていなきゃいけないか、全部分かりますの

で、同時最適化なんかをする必要もないといったことで、ちゃんと評価しようと思うと、

不確実性があって、当日、太陽光が振れるかもしれないときに予備力をどう持つかみたい

なものをちゃんと入れたシミュレーションモデルをつくらなきゃいけないということにな

るんですが、そういったものができるのかどうかとか、今後の課題はたくさんございます。

ということで、取りあえずいろんな課題があって、それを事務局のほうにできる限り潰し

ていただくということの出発点に立ったということをご認識いただければと思います。 

取りあえず、私のコメントは以上でございます。 

そのほか、ございますでしょうか。よろしゅうございますか。 

 

（２）同時市場における変動性再エネの取り扱いについて 

 

○金本座長 

それでは、次の議題に移らせていただきます。これは同時市場における変動性再エネの

取扱いについてでございます。これにつきましても、事務局の広域機関から資料４のご説

明をお願いいたします。 

○下根マネージャー 

 続きまして、資料４、同時市場における変動性再エネの取扱いについて、こちらの資料

について説明のほうをさせていただきます。 

 右肩２ページが背景でございます。こちら、前身の作業部会におきましてご議論いただ

いた内容ですが、変動性再エネの取扱いということに関しましては、ＦＩＴ・ＦＩＰ・非

ＦＩＴ、いろいろな種類があるという中で、そういった制度の趣旨ですとか運用、そうい

ったところを尊重することを基本としつつ、同時市場でどのように扱うのかというところ

が論点であったというところでございます。 

 またということで、第１回本検討会においてお示しした考慮事項ですが、日本は米国に

比べましても、変動性再エネの導入が比較的多いというところですとか、加えて、Ｔｈｒ

ｅｅ－Ｐａｒｔ Ｏｆｆｅｒによる同時最適とＦＩＴ・ＦＩＰ制度の融合というところに

関しましては、世界でも類を見ない取組になるというところでもありますので、そういっ

たところ、オブザーバーの方々より、変動性再エネが大量導入される中、どのように運用

していくのかですとか、卒ＦＩＴが増加して市場統合していく中でどのように活用してい

くのか、そういったところの議論が重要だということをいただいたということでございま

す。 
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 そういったところを踏まえまして、今回は、同時市場におきまして変動性再エネをどの

ように取り扱うのかというイメージ像ですとか、あるいは論点提起、そういったところを

まとめたところもございますので、内容につきましてご議論いただきたいというところで

ございます。 

 まずは、議論状況の振り返りというところでございます。 

 先ほど申しました作業部会の議論というところでございますが、変動性再エネに関しま

しては、ＦＩＴ・ＦＩＰ・非ＦＩＴが併存しておるというところでありまして、制度の趣

旨、運用を尊重することを基本に、詳細は深掘りだというところでございました。 

この点、大きく二つに分類できるかというふうに考えておりまして、一つは、市場に関

係なく出力されるインバランスリスクがないＦＩＴ特例の①③といった種別、あるいはも

う一つに関しましては、市場統合されており、インバランスリスクを抱えているＦＩＰ・

非ＦＩＴのような電源だというところでございます。 

また、もう一つの論点といたしましては、同時市場における電源起動・出力配分ロジッ

ク、いわゆるＳＣＵＣにおきましてＦＩＰ電源等の出力をどのような諸元で扱うのかとい

うところが論点であったというところでして、この点、ＢＧが予測するＢＧ計画を所与と

するのか、あるいはＴＳＯの出力予測量を用いるのかにつきましては、導入量ですとかア

グリゲートの実態、そういったところも踏まえまして今後、深掘り検討だというところで

ございました。 

また、７ページに掲載しておりますのが第１回の資料でございまして、この点、アメリ

カはＦＩＴ・ＦＩＰが存在しないというところから、Ｔｈｒｅｅ－Ｐａｒｔ Ｏｆｆｅｒ

による同時最適と、ＦＩＴ・ＦＩＰの融合というところが日本において世界でも類を見な

い取組であるというところを示しておったところでございます。 

そういったところも踏まえまして、まずは現行のＦＩＴ制度、ＦＩＰ制度はどのような

ものなのかという概要の紹介のほうから入らせていただきます。 

まず、ＦＩＴ制度でございまして、こちらは再エネ導入促進のために、ＦＩＴ電源①③

に関しましては、その発電実績について買取義務者、①に関しましては小売、③に関しま

してはＴＳＯが固定価格で全量買い取る仕組みになっておるというところでございます。 

この点、買取義務者に関しましては、自身の売電計画に関係なく、全量買取りが義務づ

けられておるというところでもございますので、これをそのままゲートクローズまで同時

同量計画に反映させ続けるということでありますと、常にインバランスリスクにさらされ

るというところもありますので、この点、ＴＳＯからの計画配分というところに関しまし

ては、前日６時の再通知、これ以降に関しましては同時同量達成義務が免除されるという

ところでございます。 

とはいいましても、ＦＩＴ電源の計画値と実績値の差分というところはインバランスに

現れてくるというところでありまして、こちらも精算単価をインバランス精算単価ではな

く、スポット価格相当の回避可能費用にするというところで収支の影響をなくす仕組みに
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なっているというところでございます。 

こういったところ、前日以降の安定供給をどのように維持するのかというところに関し

ましては、予測誤差対応といたしまして、ＴＳＯが三次②という形で調整力を調達した上

で運用を行う、これによって安定供給を保っている、そういった仕組みとなっているとこ

ろでございます。 

もう少し詳細に説明したところが 12ページというところでして、通常であれば発電事業

者が発電計画を策定するというところが制度の立てつけですが、ＦＩＴ①③に関しまして

は、買取義務者が代行で計画を策定するという制度でございます。 

先ほど来、前日６時の配分というふうに申し上げているところではありますが、この６

時というのが何で決まっているのかというところに関しましては、下の図にもございます

ように、設計当初というところではありますが、時間前市場の取引量が十分ではないとい

うところから、全量買取りというところを確実に売電すべく、前日スポット市場の締切り

に間に合うように設定されているというところですとか、あるいは三次②調達の 14時とい

うところも、これにひもづく時間帯だというところで、すべからくこのスポット市場を中

心とした制度設計になっているというところでございます。 

もう一点、インバランスリスクというところに関しまして、こちらは先ほども説明させ

ていただいたところ、買取義務者の計画値と実績値の差分というところはインバランスに

なるというところではございますが、先ほども説明いたしましたとおり、その精算単価に

関しまして、回避可能費用に置き換えることによって収支の影響をなくしているというと

ころでございます。 

他方、そうしてしまいますと、インバランス調整を行ったＴＳＯが赤字になるというと

ころでもありますので、そういったところの収支影響を相償すべく、インバランスリスク

料という制度もプラスアルファで存在しているというところでございます。 

ここまでがＦＩＴ制度でして、16ページからはＦＩＰ電源の制度の概要でございます。 

こちらはＦＩＴ制度と異なりまして、発電量の固定価格での買取りではなく、スポット

市場の売電収入と発電実績に応じたプレミアムを支給するといった、電力市場と連動した

再エネ導入支援策になっているというところでございます。 

この点、ＦＩＰ電源と非ＦＩＴ電源におきまして、プレミアムのありなし、そういった

違いはあるというところではございますが、再エネ事業者自身に、同時同量達成義務でご

ざいますとかインバランスリスクが存在する、こういった点では、通常の発電リソースと

同様ではないかというふうに考えているところでございます。 

こういった現行制度の趣旨を踏まえまして、第３章におきましては、同時市場の市場全

体でどのように取り扱うのかという目線での検討、第４章におきましては、事業者目線で

再エネにまつわる諸契約でございますとか、入札がどのように買われるのか、そういった

ところを深掘り検討したというところでございます。 

まず、市場全体の目線というところでして、18 ページにおきましては、同時市場におい
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てＦＩＴ電源をどのように扱うのかという観点での検討でございます。この点、前回の検

討会でもお示ししたイメージ図ではありますが、時間前市場のイメージとしては、ザラバ

中心のイメージ①と、都度ＳＣＵＣを繰り返す時間前同時市場のイメージ②ということを

お示ししたというところでございます。 

この点、両極端、両方あり得るというところではございますが、先ほどの説明のとおり、

現行のＦＩＴ制度というところが前日６時の計画配分に重きを置いているということを考

えますと、少なくとも前日同時市場における取扱い自体は現行と大きく変わらないのでは

ないかというふうにも考えてございます。 

具体的にはというところで、ＴＳＯ予測に基づく計画配分値に関しまして前日同時市場

を通じて取引する場合に関しましては、最低入札価格で売り入札するというふうに考えて

おりますので、同時市場におきましても、ほぼ成行約定に近しい形になるというふうに考

えているところでございます。 

 一方というところで、時間前断面でどのような取扱いをすべきかというところに関しま

しては、時間前市場の仕組み自体がこれからの検討事項であるというところでもあります

ので、併せて深掘り検討していきたいというふうに考えているところでございます。 

 もう一点、安定供給上の観点というところでありますが、こちらは調整力運用で安定供

給を維持することが可能かという観点になろうかというふうに考えてございます。 

 この点、前日同時市場におきまして、その時点のＦＩＴ電源の再エネ予測誤差というと

ころのΔｋＷを全量確保するといった、ある意味では現行の三次②と同じような考え方を

するということも考えられますが、こういったところを同時最適化することに伴う効率化

でございますとか、あるいはイメージ②にも示してございますように、都度ＳＣＵＣを行

うというところで最新の再エネ予測に合わせるというメリットも生かしまして、さらなる

効率化を図る、そういった余地もあるのではないかというふうに考えてございます。 

いずれにせよ、こういった論点に関しましては、調整力の細分化作業会のほうにタスク

アウトしているというところでもありますので、そこにおけます深掘り検討内容を踏まえ

まして、今後、適切なタイミングで本検討会のほうにもフィードバックさせていただきた

いというふうに考えているところでございます。 

 続きまして、ＦＩＰ電源というところでございます。ＦＩＰ電源、先ほども申しました

とおり、市場統合されておるというところから、同時同量達成義務ですとかインバランス

リスクが存在しているというところでございます。 

 この点、ＦＩＰ電源と一言で申しましても、幾つか設備形態があり得るというふうにも

考えておりまして、例えば太陽光・風力の発電設備のみで構成される「単独型」というと

ころと、蓄電池等が併設される「併設型」、そういったところがあり得るというふうにも

思っておりまして、下のマトリックスにございますように、幾つか電気的な特性・特徴が

異なるというふうに考えてございます。 

 具体的にはというところで、下の表の左にあるところが再エネ上振れ時というところで
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はございますが、こちらは単独型、併設型、どちらであったとしても、例えば前日 100 と

予測したものが当日 120 まで上振れするということであれば、それをパワーコンディショ

ナーの制御によって、どちらともに抑制することは可能ということで、いわゆるコントロ

ール可能な電源と扱えるというふうに考えてございます。 

 一方ということで、右側、再エネ下振れ時でございますが、こちらも前日 100 と予想し

たものが当日 80になったということであれば、単独型であれば、ない電気は作れないとい

うところでもありますので、出なりで 80に下がるしかないというところですし、あるいは

蓄電池が併設されたタイプでございましたら、その蓄電池の充電量次第で 100 に戻せる可

能性もあれば、戻せない可能性もあるということで、ケース・バイ・ケースかというふう

に考えているところでございます。 

 こういったところの電源の特性を鑑みまして、同時市場でどのように扱うべきかという

ところを次ページ以降で検討してございます。 

 まず、24 ページが、再エネ上振れ時の同時市場での取扱いというところでございます。

ここでは簡単のために、ＦＩＰ電源を同時市場で取引するケースを想定したというところ

でして、まず、前日断面で 100 と予測したのであれば、この 100 を売電すべく全量をゼロ

に近い費用で入札して約定するというふうに考えてございます。 

その後というところで、時間前市場の断面におきまして、例えば 100というところが 120

に上振れしたということであれば、その分だけ売電収益を拡大させたいというところでも

ありますので、20 の売り入札をするというふうに考えておりますが、これが約定すれば発

電計画を書き換えるというところ、約定しなければ計画はそのままというふうにも考えて

ございまして、いずれも上振れした分というところはＰＣＳ制御で抑制可能というところ

でもございますので、右の図にもございますように、計画と実績は一致させることができ

るというふうに考えてございます。 

逆な言い方をしますと、ＴＳＯ予測というところは、当該サイトの気象条件に応じた出

なりの出力を予測するのみというところでもございますので、こういったＢＧにおける入

札行動でございますとか、市場の状況というところが加味できないということを考えます

と、同時市場における供給力の計上というところに関しましては、まずはＢＧ計画を所与

とすることが望ましいのではないかというふうに考えているというところでございます。 

一方というところで、26 ページ、再エネ下振れ時というところでございますが、こちら

も前日 100 約定した後の話というところでお聞きいただければというふうに思いますが、

時間前断面になりますと、100 と予測していたものが 80 に下がるというような状況を想定

してございます。 

この場合、そのまま事業者が放置しておりますと、いわゆる 20の不足インバランスにな

ってしまうというところでもございますので、そういったところを解消すべく、不足した

20 を買い入札するというところでもございまして、これが市場で調達できれば特に問題な

いというところではございますが、市場で調達できなかったときはどうするのだという話
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でございます。 

この場合、単独型であれば、先ほど申しましたとおり、ない電気は作れないということ

ですので、出なりでそのまま 80になるというところでもありますし、あるいは蓄電池があ

れば戻せる可能性もあり得るというところでケース・バイ・ケースかと申し上げたところ

でございました。 

こういったところは、先ほどの上振れ時と平仄を取りまして、同時市場における計上と

いたしましては、ＢＧ計画を所与とするというところだと思っておりますが、こういった

下振れリスクがあり得るという電気的特性を踏まえますと、予備力・調整力、そういった

ところの一定程度の確保というところは大事ではないかというふうに考えているというと

ころでございます。 

続きまして、事業者目線、変動性再エネに関する諸契約と事業者の入札方法というとこ

ろでございます。 

こちら、背景といたしましては、脱炭素に関する世界的な取組が加速するというところ

でございまして、再エネ電源の投資ですとか、あるいは電源からの調達手法というところ

が多様化しているというふうに考えてございます。 

具体的にはというところで、左にあります従来のＦＩＴタイプ、ＦＩＰタイプのみなら

ず、需要家主導型で発電小売が長期の電力購入契約を結ぶ形態、いわゆるコーポレートＰ

ＰＡのような形態があり得るというふうにも考えておりまして、同時市場が導入された後

に、こういった取引形態がどのように契約として変化し得るのか、あるいは発電事業者、

小売事業者が市場に対してどのような入札を行うのか、そういったところの整理が必要で

はないかというふうに考えたところでございます。 

まずは、ＦＩＰ電源等に代表される、発電事業者が市場に入札するパターンから次のペ

ージで論じているというところでございます。 

先ほども申しましたとおり、発電事業者が市場に売り入札を行う場合に関しましては、

事業者ニーズといたしまして、発電量を市場約定の結果に委ねたいのか、あるいは自社で

確定させたいのかですとか、それに伴う入札量の設定の方法というところは幾つか選択肢

があるというふうに考えてございます。 

こういったところは、変動性再エネ以外の電源との関係性、平仄も加味しながら、今後、

深掘り検討が必要ではないかというふうに思っているところでございます。 

またということで、先ほど新たにお示しいたしましたコーポレートＰＰＡに関しまして

も、発電事業者・小売事業者間で事前に相対契約を締結している場合があり得るというふ

うにも思っておりまして、そういった場合に関しまして、同時市場への入札を必須とする

のか、しないのか、そういったところは今後の設計次第かというふうにも考えております

し、仮にというところで、同時市場への入札を必須とする場合には、先ほどのページから

30 ページの下の図ということで、取引プロセスにも変化が生じるというふうにも考えてご

ざいますので、そうなりますと、1 つ目のポツでもございました市場入札時の論点という
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ところが、こちらの場合においても論点化し得るというところでございます。 

また、変動性再エネ電源の出力量を同時市場に入札または登録する場合に、その量の設

定方法については幾つかやり方が考えられるというふうに思ってございます。 

ＦＩＰ電源等に関しましては、変動性再エネ電源のリスクの観点から、基本的には、発

電事業者が自社で発電量を予測した上で、その予測した出力量を市場入札あるいは登録す

ることが考えられるというところではありますが、そちらに関しまして量のみの入札でよ

いのか、あるいは価格も含めての入札なのか、または市場外での登録でよいのか、そうい

うところに関しましては、先ほども申しましたとおり、ほかの電源との平仄も踏まえなが

ら、今後、深掘り検討が必要というふうに考えているところでございます。 

こちらの資料の説明に関しましては、以上となります。ご議論のほうをよろしくお願い

いたします。 

○金本座長 

 どうもありがとうございました。それでは自由討議・質疑応答の時間に入ります。会議

室にいらっしゃる方は名札を立てていただき、ウェブの方は挙手ボタンでお知らせをいた

だければと思います。 

 それでは、どなたかご発言はございますでしょうか。 

 じゃあ、新川オブザーバー、お願いします。 

○新川オブザーバー 

 新川でございます。ご説明、ありがとうございます。 

 今回、インバランスのＦＩＴ特例①③電源や、そうした特例制度が設けられていないＦ

ＩＰ電源の同時市場における取扱いについて議論が行われておりますが、順序としては、

同時市場制度におけるインバランス制度の在り方について議論した上で、特例制度や再エ

ネ電源についての論点を議論すべきではないかというふうに思います。 

 すなわち、同時市場における調整電源の費用負担や各市場参加者の責務について整理し

ておかないと、本日の議論は整理することは難しいのではないかというふうに感じました。 

 23 ページ以降においては、同時同量やＢＧ計画といった文言が見られますが、まだ何も

決まってないはずの同時市場におけるインバランス制度や需給調整における役割分担につ

いて、現行の制度が何らか続くという一定の想定を置いた議論を行っているように見えて

混乱を招くのではないかと思った次第でございます。 

 同時市場の仕組みを議論する場であることは承知しておりますが、そうであるがゆえに、

需給調整の役割分担についてもしっかりと検討を進めることが必要ではないかというふう

に考える次第でございます。 

 以上でございます。 

○金本座長 

 どうもありがとうございます。 

 そのほか、ございますでしょうか。 
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西浦オブザーバー、まずお願いいたします。 

○西浦オブザーバー 

 西浦です。聞こえますでしょうか。 

○金本座長 

 はい、聞こえています。 

○西浦オブザーバー 

 ありがとうございます。今回、同時市場における変動性再エネの取扱いの整理、論点提

起をしていただいたということで、今回はまだ方向性の議論であって、結論を出すもので

はないという認識の下で幾つかコメントをさせていただきます。 

 今、すみません、新川オブザーバーからのコメントがありましたけども、まず資料とし

ては、私のほうとしては全体として大きな違和感はございませんでした。 

 18 ページ及び 22 ページにおけるＦＩＴ電源の①③の取扱いについて、事務局資料に違

和感はございません。イメージの①と②については、今後、作業会において深掘り検討を

進めて、適切なタイミングでフィードバックをいただけるということで、そのようにして

いただければと思っております。 

 24 ページ及び 26 ページに記載された再エネの上振れ時及び下振れ時の取扱いに関しま

して、同時市場における供給力の計上はＢＧ計画を所与とすることが望ましいかという点

についても、今のところ、違和感はございません。 

加えて、26 ページ、下振れ時ですね。下振れリスクに対応するために、予備力・調整力

を一定程度確保する等の対応が必要になるかという点は同様の認識でおります。 

 29 ページから 31 ページに関しまして、まず、31 ページの下段表中に示されました入札

に関する選択肢の整理といいますか、再エネに当てはめた場合というところにつきまして

は、特段違和感はございません。 

一方で、その上の上段、２ポツ目において、発電事業者または小売電気事業者が出力予

測を行い、その入札または登録ということで記載されているかと思いますけれども、風力

発電の場合、実際には、発電事業者というよりは、発電ＢＧを担う再エネアグリゲーター

の役割になると認識しております。米国においても、専ら、発電事業者自身ではなくて、

専門のマーケットトレーダーが入札を担っているというふうに聞いております。 

もっとも、同時市場において入札または登録がＦＩＴ電源以外の電源の義務になったと

しましても、我が国にもそのようなプレーヤーがしっかり育っていればよいというところ

で、発電事業者としては、そのようなプレーヤーがしっかり育っていれば基本的にはコス

トの問題として整理できるかと推察しております。 

 あと１点、29ページ、30ページでコーポレートＰＰＡの例ということで触れていただい

ておりますけれども、同様の議論というのは、通常、長期契約を締結できるだけの信用力

がある大手の小売事業者さんが、発電ＢＧや、需要ＢＧの役目を担って行う、コーポレー

トＰＰＡのほかにも、例えば、地域新電力のような新電力が相対で地域の再エネを調達す
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るような、地産地消のようなケースでも生じ得るのではないかと考えられます。 

 ですので、ここは相対契約ということで一括りにせず、もう少しケース分けを行った上

で整理していったほうがよいのではと感じたところです。 

 私からは以上です。ありがとうございました。 

○金本座長 

 ありがとうございます。 

 あとは、河辺委員、お願いします。 

 音声が入っていないようですが。 

○河辺委員 

 失礼いたしました、河辺です。発言させていただきます。 

 私からは、ＦＩＰ電源等の同時市場における取扱いのところで、予備力、調整力に関し

て主にコメントをさせていただきたいと思います。 

 まず、スライド 26に本日お示しいただいておりますように、その再エネが下振れすると

いうシナリオにおきましては、実需給断面における発電実績がＢＧ計画どおりにいかない

場合があるということを踏まえますと、そのＴＳＯは予備力、調整力を確保する必要があ

るというふうに考えております。 

 この予備力、調整力の確保に際しまして、ＴＳＯがエリア全体での再エネの出力予測を

行い、その情報もＢＧ計画と併せて用いることが重要かと思いましたので、この点につき

ましても、引き続きご検討いただければと思います。 

 それから、この論点におきまして、本日、ＦＩＰ電源のｋＷｈ価値の取扱いが中心かと

思いましたが、出力抑制を計画しているＦＩＰ電源から、上げ側の調整力を提供すること

なども技術的には可能かと思いまして、そのΔｋＷ-Ⅱだったり、それからΔｋＷ-Ⅲとい

った形で今後活用することもあり得るのではないかと考えております。 

 再エネを調整力として活用するということについて、前提として考えていないというこ

とであれば、本検討会では議論の対象外ということなのかもしれないのですが、その辺り

も含めて、今後また整理いただけると幸いでございます。 

 以上でございます。 

○金本座長 

 はい、どうもありがとうございます。 

 あと、松村委員、お願いいたします。 

○松村委員 

 はい、松村です。聞こえますか。 

○金本座長 

 はい、聞こえています。 

○松村委員 

 お願いします。 
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 事務局の整理、もうタイトルからして変動再エネと書いてあるので、誤認はないとは思

うのですが、これは変動再エネのことを議論しているのですね。それで、変動再エネに関

しては少し特殊な問題があるから、その点は注意しなければいけませんねということを整

理していただいたのだけれど、既に指摘があったとおり、いろんなことを決めた後でない

と決められないことも多くあるので、今日は特に何かを決めるものではないということだ

と思います。 

 それで、説明は繰り返しＦＩＴ、ＦＩＰ、あるいは、そのＦＩＴでもＦＩＰでもない調

達の仕方、いろいろなやり方があり、既にある制度はある意味で尊重しなければいけない

ということが繰り返し出てきたのですが、もしそれが主だとすると、変動再エネじゃなく

たって、再エネ全般にＦＩＴのものもあり、ＦＩＰのものもあり、それらに依存しないも

のがある、あるいはあり得る。バイオも含めたほかの再エネでも同じ構図になります。 

 したがって、今回の議論は変動再エネに特有の問題に焦点を当て、その変動再エネの問

題に焦点を当てるに際して、ＦＩＰやＦＩＴも念頭に置かなければいけないことを指摘し

たのであって、ＦＩＴ対応の電源、ＦＩＰ対応の電源全般を議論したものではないことは、

念のために確認させてください。 

 以上です。 

○金本座長 

 どうもありがとうございます。 

 あとは、市村オブザーバーのほうですかね、よろしくお願いします。 

○市村オブザーバー 

 はい、聞こえますでしょうか。 

○金本座長 

 聞こえています。 

○市村オブザーバー 

 まずは事務局のご説明、大変分かりやすく、どうもありがとうございました。 

 本日の議論は、各先生方もおっしゃっていましたけれども、方向性をある程度決めるた

めの、ある意味でのブレーンストーミングだというふうに私自身は理解しています。 

 なので、ちょっとその方向で聞いていただきたいんですが、これから導入する、しない

を含めて議論する際に、やっぱり我々がちょっと忘れてはいけないのは、複雑化すればす

るほどシステムそのものが機能しなくなるリスクですね。つまり、バグが発生してフリー

ズが起きるリスクというのは高まっていくということです。 

 我々が議論しているのは系統の運用とすべからくｂａｃｋ－ｔｏ－ｂａｃｋの内容で、

これがうまく機能しない場合、ワーストシナリオというのは、やっぱり系統崩壊のトリガ

ーを引く可能性があるわけです。 

 なので、精緻な議論と精緻な制度設計が、ある程度ｍａｋｅ ｓｅｎｓｅであるかない

か、それは、ある意味ではシステム構築とも僕は背中合わせだと思っています。我々、実
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は、やっぱりアグリゲーターというのはすべからくシステム構築の担い手ということにな

ってまいります。 

 今回の議論、ＦＩＴ、ＦＩＰ、あるいは、それとは関係ない再エネ電源、そういったも

のを将来的にはコオプティマイズさせていく。その場合のアルゴリズム、これを組む側の

目線で考えますと膨大なパラメータになって、その膨大なパラメータが一定の許容範囲で

上下変動する、そういう、ある意味では複雑怪奇とも言えるシステムですね、それをリア

ライズできるＳＣＡＤＡを本当に構築できるのかどうか。私自身そういう立場の事業者の

目線でいくと、非常に心配になる部分もあります。 

 したがって、精緻な制度設計も重要なんですが、本当にこれを具体化するのはシステム

構築が可能かどうか、もっと具体的に言うと、そんなエラボレートなＳＣＡＤＡが構築で

きるのかどうか、そっちの目線も踏まえて、今後、議論していく必要があるのかなという

ふうに思っています。 

 私のほうは以上です。 

○金本座長 

 どうもありがとうございました。 

 あと、小宮山委員のほうから挙がっていますので、お願いします。 

○小宮山委員 

 ご説明をありがとうございました。私も、ＦＩＰの電源等について大変詳しく、分かり

やすくおまとめいただきまして、ありがとうございます。 

 それで、こうした前日、時間前につれて、不確実性がだんだん、だんだん実需給につれ

て低下していく、その断面でいかに合理的に、やはり調整力を確保して、コストを抑制し

ていくかという、そうした基本的な流れの中で、今回、ご提示いただいた方針に賛同させ

ていただきます。 

 それで、今後、恐らく変動性再エネについては、不確実性への対処が一番重要になるか

と思いますけれども、そうした際に、今後恐らく予測精度の向上ですね、そうしたところ

の動向もやはり踏まえた上で、制度を考えていくことも大変大事かなというふうに思った

次第です。 

 私からは簡単ですが、以上です。 

○金本座長 

 どうもありがとうございます。 

 あと、委員の市村さん、お願いいたします。 

○市村委員 

 ありがとうございます。 

 事務局の今回の整理については基本的に違和感ないと思っています。 

 １点だけ、先ほど新川オブザーバーがおっしゃった点に関連してなんですけども、これ、

私の理解ではなんですが、今、事務局で今回整理していただいたような、整理というか、
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これはそういう意味で言うと、必ずしもというか、いわゆる今の制度を前提としてもしな

くても、同じように多分考えていかなければいけない問題なのかなというふうに思ってお

ります。 

 その意味で、誰がこの計画というか、再エネの計画を立てていって、入札をしていくの

が適切なのかということだとすると、今回の事務局の整理というのは特段違和感はないか

なというふうに思っております。 

 その意味で、33 スライド目、アメリカにおける再エネ電源の取扱いについてということ

の中でも、基本的にはＴＳＯが何らか入札量を決めていくということではなくて、予測の

ベンダーがやっていくということで、これは、先ほど西浦オブザーバーもあったかと思い

ますが、今後こういったようなアグリゲーターが出てくるということが期待されるという

ことだと思うんですけれども、そういった主体がやっていくということだとすると、いず

れの仕組みであったとしても、誰が入札をしていくのかということ、最後に、この再エネ、

変動のところの調整を、これは最後はＴＳＯということだと思いますけど、ＳＣＵＣを回

しながら見ていくと、こういったような流れにはなると思うので、その意味では同じとい

うか、どの仕組みでも同じような検討が必要になってくるのかなというふうに私は思って

おります。 

 以上です。 

○金本座長 

 ありがとうございます。 

 お待たせしました、増川オブザーバー、お願いいたします。 

○増川オブザーバー 

 太陽光発電協会、増川です。 

 今回このように変動性再エネの取扱いについて、丁寧に整理いただき、誠にありがとう

ございます。 

 私の理解も、ここで何かを決めるというよりは、こういう変動性再エネを扱う場合には、

いろいろ考慮しなきゃいけないことがあるということを、まずは今回明らかにしていただ

いてよかったかなというふうに思っております。 

 その上で、整理いただいた内容で、ほぼ、ほぼ網羅されているかなというふうに思って

おりますが、１点やはり先ほど河辺委員からもご指摘がありましたけれども、出力制御が

起こっている、出力抑制が起こっているような時間帯の制御をどういうふうに考えていく

か、あと、抑制されている、変動性再エネに限らないんですけれども、特に変動性再エネ

の場合は、抑制されている時間であれば、場合によってはアグリ調整力という活用もでき

ると思いますので、その辺の使われ方についても、一つの今後の検討の課題として、加え

ていただければなというふうに思いました。 

 特に、九州電力管内ではそうですけども、相当抑制が今でも増えていますが、今後、抑

制の時間というのが増えていくと思いますので、今後は特異な現象というより、普通に起
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こってくる現象という前提で、その上で全体最適、市場における全体最適はどういうふう

な方向を目指すべきかというようなことをぜひご検討いただければと思います。 

 私のほうからは以上でございます。 

○金本座長 

 どうもありがとうございます。 

 次は、東京ガスの石坂オブザーバー、お願いいたします。 

○石坂オブザーバー 

 東京ガス、石坂でございます。どうもありがとうございます。 

 29 スライド以降に、事業者目線ということで、いろいろ整理いただいておりまして、丁

寧な議論をありがとうございます。ここに関して、事業者から見てニーズという点で１点、

ちょっとコメントさせていただきます。 

 小売電気事業を営む者から見て、日本の顧客ニーズとして、いわゆるフィジカル型のコ

ーポレートＰＰＡみたいなものが少なからずあります。フィジカル型はどういうことを申

し上げているかというと、証書が発電事業者から需要家にひもづいた、あてがわれている

というだけじゃなくて、電気そのものが発電事業者から需要家に届いているということを

ストイックにこだわられると、実際のところ、もう送電線は全部つながっておりますので、

それもバーチャルな概念でしかないのですけれども、いずれにしてもそういうストイック

性にこだわられるという声が少なからずあると。 

 ただ、実際には、例えばＲＥ100 なんかを目指そうとする場合に、そこまでしなきゃい

けないのかというと、実際のところは、いろいろやり方はあるんだと思いますけれども、

でも、需要家ニーズとして現在のところはそういうものがあるという中において、今回、

当時市場を実現する場合に、そういうニーズにどこまで応えられるのか、応えられないの

かというのは気にしておかなければいけないのかなというふうに思いましたということで、

コメントさせていただきました。 

 以上です。 

○金本座長 

 どうもありがとうございます。 

 大体これで全てになりますでしょうか。よろしいですかね。 

 それでは、事務局のほうからお答えできるところをお願いいたします。 

○下根マネージャー 

 事務局でございます。 

 本件に関しましても、委員の皆様方、オブザーバーの皆様方の多様なご意見をいただき

まして、誠にありがとうございます。 

 まず、最初に新川オブサーバーからいただきました制度の前提ということに関しまして

は、ご指摘のとおり、一定程度現行の制度ということを前提にしているというところでは

ございますが、今後、時間前市場の在り方でございますとか、制度全体の価格規律の整合
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性、そういうところも議論が深まっていくというところもございますので、そこに合わせ

て、検討の深掘りが必要だというふうに思っておりまして、そういった点で、今回、イメ

ージ①、②というところをお示しさせていただいた上でも、さらなる深掘りが必要という

ふうにしておったところでございます。 

 また、市村委員からも補足いただきましたとおり、ある意味でどのような制度になった

としても、各事業者の役割ということは変わらないのではないかという観点から、今回、

その入札予測というところは事業者側、全体的なところはＴＳＯ側というところは、ある

程度この制度が変わり得たとしても、大きく変わるところはないのではないかというとこ

ろはご示唆いただいたとおりかなというふうにも考えてございます。 

 もう一点、松村委員からいただきましたところ、変動性再エネというところが意味する

ことに関しましてもご指摘のとおりだというところでもございまして、この点、資料の表

紙からして変動性再エネの話というところは銘打ったところではございますが、内容に関

しましては、ご指摘のとおり、変動性か否かというところにかかわらず、ＦＩＴ制度、Ｆ

ＩＰ制度の話なのかというところと、あるいは変動性再エネという、そういった電気が振

れるという特徴に対して、安定供給をどのようにするのかという論点がちょっと混在して

いるというようなご指摘かなというように思っておりますので、そういったところは、事

務局の示し方が少し不足しておったというところの反省点もございますし、ご指摘のとお

り、ＦＩＴ、ＦＩＰ、全てを論じた話ではないというところはご理解のとおりだというと

ころでございます。 

 また、河辺委員でございますとか、あるいは増川オブザーバーからもいただきましたと

ころ、再エネに関しましても調整能力というところがあるのではないかというところに関

しましてもご指摘のとおりだというふうにも考えてございまして、今後の技術の開発とい

ったところは海外事例のほうも見ながらというふうにも考えてはおりますが、今回お示し

したように、まずは、事業者側におきまして同時同量というところを達成いただくという

ところで、しっかり真価を発揮いただいた上で、さらにプラスアルファというところで、

そういった調整能力を発揮いただくということであれば、ご指摘いただいたとおり、今後

の脱炭素化の流れというところに関しましては、そういったリソースの調整能力というと

ころも、さらに期待したいところというふうにも考えておりますので、そういったところ

と整合的になっていくように、しっかり検討していきたいというふうに考えているという

ところでございます。 

 また、コーポレートＰＰＡに関しましても、幾つかご指摘いただいたというふうにも考

えておりまして、今回まずはディスカッションのスタートだというところでもございまし

て、本当の一例、簡単な例を示したところではございますが、この点、西浦オブザーバー

でございますとか、あるいは市村オブザーバーに関しましても、ＰＰＡの中でも、いろん

な相対の種類ですとか、フィジカルか、バーチャルか、いろいろあり得るよねというご指

摘をいただいたんだというふうに思ってございます。 
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 この点、ご指摘のとおりだとも思っておりまして、今後、深掘りしていくにあたりまし

ては、そういったところ、類型の細分化でございますとか、あるいは、どういったニーズ

があり得るのかというところを、しっかり丁寧に拾っていくということは重要であるとい

うふうに考えているというところでございます。 

 １点、西浦オブザーバーからいただきました予測というところは、発電事業者に限らず、

発電 BG、アグリではないかというご指摘に関しましては、ちょっとこちらの記載が不足し

ておったところは申し訳なかったと思っております。 

 今回、我々が言いたかったところに関しましては、市村委員の話ともかぶるところでは

ございますが、一義的には予測をして入札するというところはＴＳＯ側ではなく、ＢＧ側

というところで事業者という記載をしたところではございますが、その例といたしまして、

アグリでございますとかベンダーを活用する、そういった手法はあってもいいというふう

には思っておりますので、いただいたご指摘は違えていないというふうに考えているとこ

ろではございます。 

 事務局からの報告は以上となります。 

○金本座長 

 どうもありがとうございました。 

 

（３）同時市場とＤｅｍａｎｄ Ｒｅｓｐｏｎｓｅについて 

 

○金本座長 

 それでは、次の議題に移らせていただきます。 

 議題３は、同時市場とＤｅｍａｎｄ Ｒｅｓｐｏｎｓｅについてでございます。 

 ＤＲといっても、自家発を活用したＤＲや、需要家の生産活動を変化させることによっ

て需要の上げ下げを行うＤＲ、それから蓄電池を利用したＤＲなど様々ございます。同時

市場での活用を考える際にも、まずは実態の把握を行って、適切な市場設計を行う必要が

あると思われます。 

 今日は、ＤＲの実態や同時市場との関係性について、エナジープールジャパン株式会社

の市村オブザーバーよりプレゼンテーションをいただきます。本検討会の参加者の理解の

促進や議論の端緒になればと思います。 

 それでは、市村オブザーバーより、資料５のご説明をお願いいたします。 

○市村（健）オブザーバー 

 まずは委員長、ご紹介をいただきましてありがとうございます。 

 すみません、今日は私、ちょっと今朝ほどまで海外にいて、今、今日の午前中、帰国し

たというところもあって、リモートでの参加ということになりますことをお許しいただけ

ればと思っております。それで、ちょっと資料は事務局の方からおめくりいただくような

形で進めさせていただければと思っています。 
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 それでは、１枚めくっていただければと思います。 

 まず、アグリゲーターというか、今、私も昨日までずっとヨーロッパにおりまして、今

朝ほど戻ったわけなんですが、欧州では、あまり最近アグリゲーターという言葉は使われ

ておりません。むしろフレックス・プロバイダー、まあフレキシビリティー・サービスプ

ロバイダー、こういった表現のほうが多うございます。 

 実は、その本質は何かというと、ヨーロッパの場合はＢＲＰ、バランシング・レスポン

シブル・パーティーと言っておりますが、これ、日本で言うところのＢＧと、ある意味で

僕はニアリーイコールだと思っています。 

 なぜならば、バランシング・レスポンシブル・パーティーは、これはＥＵのエネルギー

の規定に基づきまして、同時同量を達成する努力義務があると、マンダトリーではないわ

けなんですね。ということは、日本における供給能力確保義務と私は同じような内容だと

いうふうに思っております。 

 したがって、このＢＲＰの需給運用部隊としてフレックスサービス・プロバイダー、フ

レックス・プロバイダーがいると。じゃあ、そのフレックス・プロバイダーは何をするの

かというと、ここのちょっとポンチ絵で描かせていただきましたが、様々なＤＥＲ、ＤＳ

Ｒが今存在しております。 

 例えば太陽光であったり、バッテリーエナジー、ストレージシステム、ＢＥＳＳですね、

こういうものであったり、あるいは大口の需要家さん、それから、今、欧州ではＥ－ｂｏ

ｉｌｅｒが非常に注目を浴びております。Ｅ－ｂｏｉｌｅｒであったりＣＨＰ、いわゆる

コジェネでございます。 

 こういったようなものを適時適切に組み合わせて、ここで構成されているバランシング

グループとしての実同時同量を極力達成させていく。その担い手として、その設備の所有

者は、当然のことながらおのおの主体があるわけなんですが、その設備の保有者から我々

はカスケードされて、委託されて、バランシングを達成させる担い手、それがフレック

ス・プロバイダーということになります。 

 もちろん、実同時同量を達成させていく上で、どうしても系統電源に頼る部分は当然出

てまいりますし、また、余った分についてはマーケットに供出をして、取引をするという

ファンクションもございます。したがって、ここの中に系統電源、あるいは市場取引とい

う言及がございますのは、そういった意味合いでございます。 

 次のページをお願いいたします。 

 今、申し上げましたとおり、ある意味、そのコロナ前とコロナ後で私はフェーズが変わ

ったのかなと思っています。コロナの影響というよりも、たまたま時間軸として、それと

シンクロしていたというところが正しいのかなと思う一方で、先日もちょっとオランダの

者と、同僚とも話していたんですが、実は、リモートワークとかＷｏｒｋ Ｆｒｏｍ Ｈ

ｏｍｅですね、ああいったものがデフォルトになっていく中でＩｏＴ化が進んでいったと

いう現実もあります。 
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 一つ一つのリソースをＩｏＴ化していく。その価値を一定程度束ねて、ここがポイント

なんですが、いわゆるＴＳＯであったり、ヨーロッパの場合はＤＳＯも存在します。こう

いったようなところに供出をして、最終的な同時同量の担い手はＴＳＯだったりＤＳＯに

なるんですが、そういった方々に、価値を供出して市場で取引をする、これがアグリゲー

ターだったんですけれども、ＩｏＴがリモートワークなんかが進むことによってデフォル

トになっていくと、そのリソースの領域を開いて、広げていって、バランシングパーティ

ーとしての同時同量を実現させていく担い手、それがいわゆるフレックス・プロバイダー

になっていって、その場合、契約をしているリソースの所有者とのコミットメントにおい

ては、同時同量の担い手は実質的にフレックス・プロバイダーになるというような大きな

うねりがあるのかなというふうに思っております。 

 したがって、アグリゲーターという表現とフレックス・プロバイダーという表現は、同

時同量の担い手が付与されているか、されていないかというところで大きな違いがあると

いうふうにご理解をいただければと思います。 

 じゃあ、次のページをお願いいたします。 

 僭越ながら弊社のヒストリーでございますが、2015 年の６月に法人を立ち上げさせてい

ただきまして、一つ一つプロジェクトを進めております。ここの中で、経済ＤＲというと

ころがある程度スタートしたのが 2018年度でございました。ここから様々なリソースを経

済ＤＲで活用していくプロセスが見てとれるかと思います。 

 我々が経済ＤＲを活用するときにキーワードとして意識しているのが、ＳＥＭＣＳとい

う言葉でございます。ＳＥＭＣＳというのはｓｍａｒｔ ｅｎｅｒｇｙ ｍａｎａｇｅｍ

ｅｎｔ ｆｏｒ ｃｏｍｐｌｅｘ ｓｙｓｔｅｍの訳でございますが、このＳＥＭＣＳこ

そが、ある意味ではｆｌｅｘ ｐｒｏｖｉｄｅｒの優勝劣敗を示している表現なのかなと

思っております。 

 具体的にそれを、じゃあ、ちょっと定量的に示していくとどうなるかというので、次の

ページをお願いいたします。 

 これは、実は、我々が今、日本で事業をやらせていただいている、ある意味ではポンチ

絵というか、全体のｂａｌｌｐａｒｋ ｆｉｇｕｒｅなんですが、大きく分けて、（１）

の市場取引というものと、もう一つは経済ＤＲのフレームの中で、いわゆるコーポレート

のＰＰＡ、あるいはＢａｌａｎｃｉｎｇ Ｇｒｏｕｐとしての enabler model でございま

す。 

 こういったようなものを、大きく三つのドメインで考えられるのかなと思っているんで

すが、2022 年度の、2022 年の４月から 2023 年の３月までの弊社のいわゆるその売上げに

寄与する割合というのをここに書かせていただきましたが、経済ＤＲが圧倒的に多くなっ

ております。 

 これは上げのＤＲ、つまり下げ調整力、下げのＤＲ、つまり上げ調整力、これを両方合

わせたｆｉｇｕｒｅでございますが、もう９割以上が経済ＤＲ、つまりｉｍｐｌｉｃｉｔ 
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ＤＲということになります。 

 ちなみに、この我々が市場取引であるｅｘｐｌｉｃｉｔ ＤＲというのと、経済ＤＲと

表現するｉｍｐｌｉｃｉｔ ＤＲ、これは非常に明確な定義の違いがございます。ｅｘｐ

ｌｉｃｉｔ ＤＲのルールメーキングの担い手は、これはＴＳＯであったり、ＤＳＯとい

うことになります。したがって、そこには明確なペナルティーが存在をして、例えば、需

給調整市場でありましたならば、皆さんもご存じのようにリクワイヤメントとアセスメン

トというのが厳格に決まっております。 

 一方、経済ＤＲと我々が大きく括っているｉｍｐｌｉｃｉｔ ＤＲの、ある意味では制

度設計というか、詳細なルールメーキングの担い手は、これは我々が契約をしているリソ

ースの持っている所有者とのＯｖｅｒ Ｔｈｅ Ｃｏｕｎｔｅｒ Ｃｏｎｔｒａｃｔ、つ

まり相対契約によって決まってまいります。したがって、そこでペナルティーがどういう

ものになるのか、あるいはペナルティーを付与するのか、しないのか、こういうことも含

めて、全てはそのリソースのオーナーとのｄｅａｌということになってまいります。以上

でございます。 

 次のページをお願いします。 

 実は昨年、改正省エネ法を通していただきました。これは、我々、フレックス・プロバ

イダーを目指している者としては大きな「追い風」でございます。というのは、昨今、経

済ＤＲをやってみたいと、リソースをお持ちの需要家様が経済ＤＲという表現を使うかど

うかは別として、ＤＲをやっていきたいと。 

 今回の改正省エネ法の大きなポイントの一つは、いわゆる高度なＤＲ、あるいはＤＲを

行った日数報告、実績報告が義務づけられたわけですね。やっぱりこういうものがあると、

そもそもＤＲはよく分からないけどやってみなければいけないし、もし、仮にこのＤＲの

実績分が、省エネ法で言うところの毎年の１％削減に反映できるのであるならば、これは

もうぜひやってみたいと。 

 どこの需要家さんも、原油換算で 1,500ｋＬ以上のお客さんというのは、やはりもうか

なり省エネの余地というのは少なくなっていらっしゃいます。そういったときに、ＤＲと

いうことをやることによって、結果的に需要の最適化であったり、あるいは再生可能エネ

ルギーといったようなリソースをフル活用する、それがＤＲとしてカウントされるのであ

るならば、ぜひやってみたいという声が大変多くなってきているのは、我々、実際に現場

でお客さんと向き合っている中では、肌で感じているところでございます。 

 次のスライドをお願いいたします。 

 今、委員長のほうからも冒頭ご説明がございましたが、じゃあ、Ｄｅｍａｎｄ Ｒｅｓ

ｐｏｎｓｅとは何かという話でございます。私なりに整理をさせていただくと、三つに大

別にされるのかなと思っております。 

 まず、一つ目が一般的に言われている自家発代替ＤＲと言われているものでございます。

これは何かというと、自分たちがお持ちの自家発電機をたいて、その代わり、系統電源を
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利用することを抑え、それによってＴＳＯ側のストレスを回避するというパターンでござ

います。 

 もう一つは、タイムオブユースであったり、ダイナミックプライシングに代表されるよ

うな生産ラインのプロセスを、一定のコミットメントに応じて調整させていただく生産プ

ロセスＤＲ。 

 それから、もう一つは、日本の場合は、特に蓄電池というものがヨーロッパと比べると、

ある意味では多うございます。こういったものを活用してやっていくＤＲ。これは吸い込

み、吐き込みを含めてでございます。 

 この三つのＤＲのうち、例えば欧州では、ｅｘｐｌｉｃｉｔ ＤＲに関して言うと、自

家発代替というのは、ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌｌｙ ｆｒｉｅｎｄｌｙではないとい

う理由で認められておりません。ただし、経済ＤＲで行う場合は自家発代替もオーケーと

いうことになっております。したがって、今、我々、2050 のカーボンニュートラルを前提

に企業のストラテジーを描く中で、やっぱり我々がトッププライオリティーを置いている

のは、生産プロセスＤＲということになります。 

 次のスライドをお願いいたします。 

 同時市場というものを考えたときに、キーワードとして出てくるものが、まず一つ目の

Ｔｈｒｅｅ－Ｐａｒｔ Ｏｆｆｅｒということでございます。このＴｈｒｅｅ－Ｐａｒｔ 

Ｏｆｆｅｒというものの定義は、これからさらに議論が深まっていくというふうに私自身

は理解していますが、例えばこれまでの議論では起動費であったり、最低出力費用であっ

たり、限界費用カーブというものであったと私は理解しております。 

 ただ、例えば、生産プロセスＤＲでこういった三つのファクターを、いわゆるキュミュ

ラティブに、そして、クォンティティブに出せるかというと、実質的にはかなり無理があ

るのかなと思っています。 

 生産プロセスＤＲの一番のポイントは、需要家の生産ラインというのは、その先のお客

様に自分たちの商材をご提供するためにございます。そのためには、トヨタに代表される

ような精緻なかんばん方式、それに基づく生産計画というのもございます。この生産計画

との事前のすり合わせが、ある意味ではデマンドレスポンスの優劣を左右していくという

部分がございます。したがって、例えば市場に供出をしますよといった場合には、この予

見性が、生産計画とのバランスにおいて非常に立ちにくくなってまいります。 

 したがって、我々が、例えば、電源Ⅰダッシュであれば極めてシンプルだから、比較的

ご理解は得やすいんですが、例えば需給調整市場ということになって、そのときにリクワ

イヤメントとアセスメント、特に下げ調整力で我々が上げのＤＲをやるときに、上げ過ぎ

も駄目だし、下げ過ぎも駄目なわけですね。 

 こういった場合は、需要家さんのほうがそこで発生するペナルティー等々を考えると割

に合わないと、こういうことが多々ございます。したがって、一方、電炉みたいなバッチ

処理ができるものですと、一定程度のアローワンスが生まれてまいりますので、比較的耳
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を傾けていただきやすいのも事実なんですが、それでもやはり例えば我々が下げのＤＲを

やります。つまり、上げの調整力を供出するとなると、下げ過ぎは受給調整市場では、こ

れ、当然のことながらペナルティーの対象になります。Ⅰダッシュでは大丈夫というとこ

ろがございます。そうなってくると、じゃあ、Ⅰダッシュはいいけれども、これから需給

調整市場でやっていくときに、その辺をどうコンプロマイズしていくのかというのは我々

も課題であり、その辺を吸収し得るのが経済ＤＲということになってまいります。 

 ただ、我々も、この同時市場という大きな方向性はヨーロッパでもコオプトマーケット

ということで、今、ＬＭＰと抱き合わせで検討がなされております。当然、ＬＭＰであれ

ば、これ、ノーダルという前提になります。 

 私も、正直に申し上げて、再給電方式はＤＲを担い手としている我々フレックス・プロ

バイダーからすると、そんなにアトラクティブではないんですけれども、再給電から一歩

いった、例えばノーダルみたいなことでＬＭＰが明確にマーケットへのシグナルとして出

てくれば、これはまた話が変わってくるのかなと思っていて、ただ、そういうことを前提

に考えていったときに、仮にマーケットに供出しない場合でも、つまりは経済ＤＲでも、

どのぐらいの調整力があるのかということは、市場に一定程度コミットをする事業者のレ

スポンスビリティーとして、そういったデータの開示というのは必要なのかなと思ってい

ますが、ただ、Ｔｈｒｅｅ－Ｐａｒｔ Ｏｆｆｅｒのような厳格なものを生産プロセスＤ

Ｒで行う場合には、なかなか難しさがあるのかな、ご協力いただく需要家様のご理解が得

られるのかどうか、というのが現実としてございます。 

 じゃあ、９枚目をお願いします。 

 もう一つの同時市場のキーワード、いわゆるセルフスケジュール電源ということになり

ます。あえてここでセルフスケジュール電源というのを、我々ヨーロッパで事業をやって

いる者として置き換えてみると、いわゆるプライステイカー的なものかなと思っています。 

 ここでは、あくまでも事業者が自らスケジュールを決められて、つまり、だからセルフ

のスケジュールというのはそういう意味合いですね。で、市場には供出しないという前提

で行っている電源のことをセルフスケジュール電源とここではあえて決めさせていただい

た上で、その場合、我々フレックス・プロバイダーとして自分たちがエンクローズしてい

るバランシンググループの中では、ＤＳＲ、ＤＥＲのリソースというのは「使い切る」こ

とを前提としております。で、その使い切るというのはどういうことかというと、需要家

様のアセットの後行程なんかも鑑みながら、経済ＤＲの発動の有無を一定程度の時間軸で

検討しております。 

 そうなってくると、そこで一定程度の予見不可能な事象が起きたときに、市場に依拠す

ることは当然ながらあるでしょうが、なるべくそういうことがないように、バランシング

グループの中で実同時同量を達成できるように、あるリソースのオプティマイズを図って

いくというのがフレックス・プロバイダーの姿なのかなと思っています。 

 ただ、現在、例えば「電源Ⅲ」のような形で電源をお持ちのＤＲ事業者さんというのは
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たくさんいらっしゃると思います。そういった方々がビジネス・オポテュニティとして同

時市場を活用する、それも、いわゆるＤＳＲではなくて、本当の意味での電源ということ

になれば、当然ながら、そこにはＴｈｒｅｅ－Ｐａｒｔ情報というのは開示すべきだと思

いますし、eｘｐｌｉｃｉｔ ＤＲとしても同様なのかなというふうに思っております。 

 次のスライドをお願いいたします。 

 これはある意味では私がイメージしている今後の姿なんですが、やっぱり実同時同量を

ＴＳＯと、ある意味ではフレックス・プロバイダーがしっかりと協力関係を構築しながら

やっていくというのが今後重要になってくるのかなと思っています。 

 当然、そのバランシンググループの中で同時同量を達成させるための予測の技術という

のも、もう本当にＴｈａｎｋｓ ｔｏ ｄｅｅｐ ｌｅａｒｎｉｎｇ、Ｔｈａｎｋｓ ｔ

ｏ ＣｈａｔＧＰＴではないですけれども、ＡＩの進化によって日々向上をしております。 

 現に我々も、今、月次ごと、週次ごと、そして日次ごとで、太陽光なんかも 48コマまで

需給バランスなんかを予測しながら、それのギャップを埋められるようなＤＳＲやＤＥＲ

の活用の仕方を今、我々は行っております。 

 そういったことをやっていく中で、やっぱり自己託モデルとかオフサイトＰＰＡ、オン

サイトＰＰＡというものも、ある意味では活用の余地というのも広がっていくのかなと思

っています。 

 なので、こういった方向性とうまくシンクロする同時市場であってほしいなというふう

に思っております。あくまでも、現状はこういうことで、我々実業として電気事業の中で、

いささかではありますが、コントリビュートさせていただいているという、まずはステー

タス・クオをご紹介させていただくとともに、あるべき今後の方向性としては、今申し上

げたように、ｉｍｐｌｉｃｉｔ ＤＲがある程度自由闊達に議論できるようなマーケット

であってほしいなということで、まずは私のプレゼンテーションを終わらせていただきた

いと思います。 

 私のほうからは以上です。 

○金本座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、自由討議・質疑応答の時間に入らせていただきます。同じように、会議室に

いらっしゃる方は名札を立てていただいて、ウェブの方は挙手ボタンで発言をお知らせく

ださい。 

 では、どなたかご発言なさりたい方はいらっしゃいますでしょうか。いませんか。 

 じゃあ、私のほうから、ＤＲとしてＴｈｒｅｅ－Ｐａｒｔをやるとして、別に起動コス

トを入れる必要はなくて、価格だけ入れてもいいということでもありますし、それから、

まだ決まってはいないですが、セルフサプライとか相対の形で量だけを入れればいいとい

ったこともあり得る。そういった中で、どういう形はできなくて、どういう形はできるか

という、その辺のことはいかがでしょうか。 
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○市村オブザーバー 

 はい、ありがとうございます。今、座長がおっしゃったように、やっぱりまずは経済Ｄ

Ｒを担い手としてやっている場合でも、Ｏｖｅｒ Ｔｈｅ Ｃｏｕｎｔｅｒ Ｃｏｎｔｒ

ａｃｔ、つまり相対契約ですね、この量とか、あるいはそこで入れている値段感というの

をどの程度まで開示し得るのかというのは今後の課題だと思っています。 

 現時点では、これは、その設備を所有する需要家様との我々も契約に基づいてやらせて

いただいているということなので、今後、こういったマーケットに、経済ＤＲということ

だから自分たちで使い切るんだけれども、場合によっては、そこで市場に供出する場合は

こういった情報を開示しますよという形で契約に落とし込んでいけば、私は無理がないの

かなというふうに思っております。 

○金本座長 

 情報開示なのか、市場でお金が欲しければ価格を入れてよねという、それだけの話かな

と。 

○市村オブザーバー 

 いわゆるプライステイカーモデルみたいな形を、多分今おっしゃっているんでしょうか。 

○金本座長 

 いや、だから基本はビッドを入れていただくと。ビッドがマーケットでちゃんとアクセ

プタブルならばお金を払いますという仕組みですよね。 

○市村オブザーバー 

 実際、マーケットにビッドをする場合は、当然それはマストだと思います。ただ、ビッ

ドをするときに、リソースの全てをビッドするわけではなくて、例えば、我々がポートフ

ォリオを構築する中で、余力分がありそうなリソースについてはビッドをするということ

はあると思います。 

 そのときに、今おっしゃったように、起動費というのは確かにＤＲの場合は設定はしに

くいとは思いますが、いわゆる出力費用、限界費用カーブ、限界費用カーブもちょっと生

産計画との見合いになるとは思いますが、価格のみということであれば、当然十分できる

とは思います。 

○金本座長 

 あと、何かビッドするとして、Ｔｈｒｅｅ－Ｐａｒｔ Ｏｆｆｅｒは、Ｔｈｒｅｅ－Ｐ

ａｒｔだけではなくて、様々な技術的制約、ランプレートとか、いろいろなものを含めて、

いっぱいアメリカの場合は入れているんですね。その手のことで、ＤＲでこういうのがあ

ったほうがいいとかというのはございますでしょうか。 

○市村オブザーバー 

 我々、今メインはヨーロッパなんですね。アメリカでは、まだ事業をしていないという

ことなので、一概にはちょっと今ここで申し上げるのは控えたいとは思いますが、これか

ら、同時市場の中でＤＲの位置づけがどうなっていくのかという流れの中で、我々が開示
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をしなければいけないデータというのが出てきた場合には、それは当然のことながら、需

要家さんと協力をしながら、やれる部分はやっていくということになろうかと思います。 

○金本座長 

 よろしいでしょうか。何かイメージ的に、アメリカの仕組みは、いろんな電源とかいろ

んなＤＲタイプとかがあって、それぞれ技術的な制約がいろいろある。それの技術的なも

のをいかに取り込むかということで、当初は非常にシンプルなものしかできなかったわけ

ですけれども、アルゴリズムが進化していきまして、最近ちょっと脚光を浴びているのが、

コンバインドサイクルは、実は、技術的な条件とかコスト構造がかなり複雑なんですね。 

 そういうものまで入れて最適化できるようにしたいというので、取り組んでいるという

のが姿なので、それはＤＲで使うとして、こういうふうな技術的な問題を制約として入れ

ればうまくいくとかといったことも、現実的には入れ込むようなことができるということ

なので、こういうデータを開示しなきゃいけないからどうこうという話ではないんではな

いかと思いますので、その辺、いろいろ教えていただければと思います。 

○市村オブザーバー 

 ありがとうございます。今の、例えばコンバインドサイクルの話になりますと、先ほど

私、こちらの資料でも書きましたが、多分イメージとしては、今の電源Ⅲに近い形だと思

うんですね。 

 今、僕らがＤＲでバランシンググループとして活用しているリソースは、コンバインド

サイクルみたいな大きいものがあれば、これは、もう本当にある意味ではバランシンググ

ループの中核として担っていくということになるんですが、残念ながら今の時点では、な

かなかそれが我々のバランシンググループのループの中に入っているわけではないんです。

今、我々が活用している、いわゆるＤＳＲの大きいところでは、電解槽であったり、電炉

であったり、産業ガスのようなリソースでございます。 

 こういったものが、電源Ⅲのような形になるかというと、それはもう全く違う話になっ

てまいります。なので、ＰＪМでコンバインドサイクルを使っている状況は、私は、彼ら

はバランシンググループとして加勢をするというよりも、マーケットに供出する前提で使

われていると思うので、当然のことながら、そういう形であれば全然できるというふうに

思っております。 

○金本座長 

 どうもありがとうございます。 

 じゃあ、委員のほうの市村さん、お願いします。 

○市村委員 

 市村です。ご説明いただきましてありがとうございます。 

 ２点ほどお伺いというか、教えていただければと思ったんですけれども、まず、１点目

のところで３スライド目ですね。ここは、一応念のための確認なんですが、もともとこの

2020 年からアグリゲーターからフレックス・プロバイダーに変わっていったということな
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んですが、これは、どちらかというと、何か役割とか責任が制度上で変わっているわけで

はなくて、より技術的なところが追いついてきたというか、むしろこういったフレック

ス・プロバイダーとしてやっていくような、そういう意味で言うとテクノロジーを含めて、

そういったものがより進化したので、こういった世界観に変わってきているんじゃないか

という、そういうご趣旨でよろしいでしょうかというのが１点目です。 

 ２点目については５スライド目なんですが、今、この市場取引と経済ＤＲで分けていた

だいているんですが、これ、例えば電源Ⅰダッシュですとか、24 年度は容量市場というこ

とだと思いますが、これについては、どちらに整理されているのでしょうか。 

 その場合、その電源Ⅰダッシュですとか容量市場に関しても、基本的なリクワイヤメン

トが課されているところとだと思いますが、この需給調整市場では厳しいというところと、

容量市場とのリクワイヤメントの違いとか、ここら辺が、どういったところがこのＤＲと

いうか、中で一番課題になってくるのか。 

 逆に、先ほどおっしゃっていただいたような、むしろこういったテクノロジーがどんど

ん発展していくということになっていくと、このＤＲというのも、ある意味で小規模リソ

ースも含めて、よりフレキシブルに活用できるといったような側面も出てきて、むしろ、

この市場取引というのがやりやすくなる側面もあるのかなと思ったりもするんですけど、

そういったところの見立てというか、現状のご説明はいただいたところだと思いますが、

そういった今後の技術の発展に伴う予見というか、見立てみたいなところがもしあれば、

教えていただければ幸いです。 

○市村オブザーバー 

 ありがとうございます。これ、私、お答えしてよろしいんでしょうか。 

○金本座長 

 はい、お願いします。 

○市村オブザーバー 

 まず、今、市村先生からあった一つ目のご質問はおっしゃるとおりです。もうこれはテ

クノロジー・インプルーブメントとイノベーションに依拠しているもので、ヨーロッパの

市場がそうなっているわけでは全然ございません。 

 じゃあ、技術の進歩は何かというと、平たく言うとＳＣＡＤＡの進歩です。ＳＣＡＤＡ

のアルゴリズムの許容量が増えてきたということですね。これがやっぱりフレックス・プ

ロバイダーとして同時同量の担い手として、役回りがある程度果たせるようになったとい

うことなんですが、それでも、例えばイメージとして、ＴＳＯが持っている中給をちょっ

とイメージしていただきたいんですが、中給でオンライン化できるキャパがどのくらいあ

るのかという話なんですね。 

 で、ＤＳＲとかＤＥＲは、一つ一つの調整力は大きいものでもせいぜい 10メガぐらいで、

普通は 0.5 メガとか、0.3 メガとか、そんなものなわけです。こういったもののリソース

を一つ一つアルゴリズム化して、ＳＣＡＤＡで取り込んで、ディスパッチャブルな状態に
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するというのは、技術の進歩がどれだけこれから飛躍的に、指数関数的に伸びたとしても、

私は一定程度の時間軸は必要だと思っています。そもそも、さっきたしか資料の４のとこ

ろで、私もちょっと触れさせていただいたんですが、こういったものを現実のものにする

ためのプログラミングは、やっぱり今、相当大変かなと思っています。 

 したがって、もちろん技術進歩に僕らも未来を託しているわけですが、どの程度まで可

能なのかということ、例えば、じゃあ、低圧リソースまで、どのぐらいの時間軸でできる

のかというのは、ちょっと今の段階では私も明確な答えを持ち合わせているわけではござ

いません。 

 それから、二つ目のご質問については、おっしゃるとおりで、電源Ⅰダッシュや将来的

な容量市場は、これは当然市場取引に入ります。事実、今この 10日間で 630万ｋＷｈとい

うのは、22年度に電源Ⅰダッシュの発動分のみでございます。ただし、24年度分の実効性

テストのやつというのは、この中では含まれてございません。 

 以上です。 

○金本座長 

 それでは五十川委員、入っていますね。よろしくお願いいたします。 

○五十川委員 

 ありがとうございました。簡単ですが、コメントさせていただきます。 

 半分感想ですけれども、４ページに、基本的なスタンスとしてＢＧ内でリソースを使い

切ることがＤＲの本質というステートメントが書かれておりまして、それに基づくような

考え方が全体としてあるというふうに捉えました。 

 なかなか、方針的には結構強いステートメントであると思いまして、本質は何だろうか

というところとか、理解し切れない点もあるのですけれども、事業者の観点からそのよう

に捉えているというのは非常に勉強になりました。 

 それはそれとして、個別の点では腑に落ちる点が多く、共通化した費用積算、Ｔｈｒｅ

ｅ－Ｐａｒｔのような、そういったものが難しいという点、予見性の観点から課題がある

といった点はおっしゃるとおりかと思いますし、ＤＲの特性を考慮に入れて、事業者目線

を配慮した制度設計を今後行っていく必要があろうかと思います。 

 先ほどの議長のコメントともかぶりますが、市場に供出される範囲において、現実的な

範囲でしっかり情報開示ができるような制度になっていけばと思います。 

 簡単ですが、以上です。 

○金本座長 

 どうもありがとうございます。 

 次は小宮山委員、お願いします。 

○小宮山委員 

 小宮山でございます。ＤＲに関して、現況の状況について大変分かりやすくご説明いた

だきましてありがとうございました。 
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 私は、８枚目のスライドを大変興味深く思った次第でございますけれども、電炉側も、

非常にバッチ処理が可能であることから、非常に、柔軟性を担保し得るという点は、初め

て知りまして、大変興味深く思いました。 

 電源にたとえますと、そういたしますと、電源の場合、恐らくＴｈｒｅｅ－Ｐａｒｔ 

情報以外に、恐らく最小稼働時間とか、最小停止時間とか、そういう技術的なパラメータ

も、ＳＣＵＣ、ＳＣＥＤで必要となるパラメータでございますけれども、例えば電炉でも

バッチ処理が可能であるということから、恐らく最小停止時間とか、最小稼働時間とか、

そういうものを提供することで、同時市場での活躍が非常に期待される生産プロセスであ

るというふうに印象を持った次第です。 

 一方で、こちらのスライドでは、電解槽や産業ガスについては、これは電炉に比べると

バッチ処理が行いにくくて、なかなか同時市場では、生産プロセスとしては少し電炉より

も統合が難しいというふうに、そういうふうな理解をさせていただいてよろしいのかどう

か、ちょっとその点だけ確認させていただければと思います。 

 ありがとうございます。 

○金本座長 

 今の点は、すぐお答えいただいたほうがいいかと思いますので。 

○市村オブザーバー 

 はい、かしこまりました。ありがとうございます。 

 まず、五十川先生のお話は、特にこれは私のほうから何かコメントというか、おっしゃ

るとおりで、市場に出す前は現実的な情報提供というのは全く同意見でございます。なの

で、その際はどういった情報をどういったタイミングで提供するのか、今後議論をさせて

いただければと思います。 

 それから、今ご質問いただいた点はおっしゃるとおりで、電解槽とか産業ガスは負荷が

フラットなわけですよね。フラットでないと、ある意味ではその先の生産計画とその先に

ある需要家のお客様への納期との関係で難しくなるということになりますから、そうなる

と、同時市場のような精緻な生産ラインの稼働のオペレーションというのは、ちょっと難

しいのかなというふうに思っております。 

 以上です。 

○金本座長 

 あと、まだ挙がっておりまして、新川オブザーバー、お願いいたします。 

○新川オブザーバー 

 新川でございます。貴重なご説明をいただきまして、ありがとうございます。現在、エ

ナジープールジャパンが取り組まれているＤＲがどのようなものかというのがよく理解で

きましたし、日本でも、ＤＲが需給の逼迫の緩和に大きく貢献していただいているような

状況になってくると歓迎をしております。 

 １点ご質問ですが、ご説明の中で、ｉｍｐｌｉｃｉｔ ＤＲとｅｘｐｌｉｃｉｔ ＤＲ
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を分けて議論されていて、特に、ｉｍｐｌｉｃｉｔ ＤＲが非常に大きな役割を今後果た

していくのではないかということのご説明があったと理解しましたが、アメリカにおいて、

特にＩＳＯが入っているエリアで、このｉｍｐｌｉｃｉｔ ＤＲというのがどう行われて

いるのかと。 

 すなわち、今、我々が検討しようとしている同時市場の議論と、このｉｍｐｌｉｃｉｔ 

ＤＲというのは両立するものなのか、それとも根本的に無理だというお話をされているの

かという点について、ご教示いただければ幸いです。 

 よろしくお願いいたします。 

○市村オブザーバー 

 これは今お答えしたほうがよろしいでしょうか。 

○金本座長 

 はい、どうぞ、どうぞ。 

○市村オブザーバー 

 ありがとうございます。新川委員のご質問で、まず大前提としては、正直に申し上げて、

今、我々はアメリカでＤＲ事業に参画はしておりません。したがって、外形標準的には、

私は両立は可能だと思っています。両立は可能だと思っていますが、実際にマーケットに

入ってみないと分からないことはいっぱいあるわけですね。 

 なので、今の段階では、外形標準的には可能だろうけれども、具体的にマーケットにコ

ミットする場合がどうなるのかというのは、やってみないと分からないなと思っています。 

 そういったお答えでよろしいでしょうか。 

○新川オブザーバー 

 ありがとうございます。 

○金本座長 

 それでは、次、松村委員、お願いいたします。 

 音声、入っていますでしょうか。 

○松村委員 

 すみません、失礼しました。 

 全てコメントですので、回答不要です。 

 私は、正直、今回のプレゼンをどう受け止めたらいいのかがよく分からなかった。これ

は、本当に同時市場の話だったのだろうかという点が、まず分からない。仮に現行のよう

な kWh 市場と、その調整力市場が続いたとしても、主力はその市場に出さない経済ＤＲに

なって、どのみち、そちらの市場に出ていくのはかなり難しいというお話をいただいたと

受け止めました。 

 それはそれでもっともだと思うのですが、したがって、そっちだけに意識が向いて別の

ところを考慮しないで制度設計すると、ＤＲの発展を阻害しかねないとの指摘。多分イン

バランス料金制度だとかが、恐らく今回の議論に直結していると思うのですけれど、そう
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いうところの議論も必要ですよねとの指摘と受け止めました。 

 そうはいっても、ＤＲは大きな役割を果たしていると。経済ＤＲが、調整力市場という

格好で常に出てこなくても、ある種の調整の役割を果たしてくれていれば、調整力として

調達しなければいけない量が減るはず。したがって大きく影響を与え、安定供給にも資す

ることになる。調整力の調達の計画も、ＤＲの発展に依存する。だから、自分たちの出せ

る範囲で積極的に情報を出すつもりだという表明は、これはとても大きなことで、同時市

場の話に限らず、とてもありがたいことを言っていただいたとも受け止めています。 

 バランシンググループがどうなるのかは、同時市場の設計の非常に基本的な思想に関わ

ることで、そこは、恐らく市場外のＤＲの経済性に直結してくると思います。その議論を

するときに、今日の議論を頭に入れておく価値はあると思います。それでも、私としては、

ＤＲは基本的に調整力市場や kWh 市場に直接出てくるのは、かなりの割合のものはすごく

難しいとの説明と受け取った、あまり期待しないでくださいということなのかと。その意

味で残念なプレゼンだった。 

 これを前提とすると、こちらの側の期待は、逆にどう設計すればうまく市場に入れるの

ですかということも聞きたかった。これから、細部の設計でそういうものがあるとするな

らば、またその機会に、こうしてくれないと、そもそも僅かにしか入れないのだけれども、

全く入れなくなっちゃいますとか、こうしてくれれば、僅かかもしれないけど量が増えま

すとかということがもしあれば、細部の制度設計の局面でもご指摘いただければと思いま

した。 

 いずれにせよ、これ、インバランスだとか、あるいはそもそもバランシンググループと

いう発想がどうなるのかということのほうが直結する話。同時市場なのかどうかというこ

とと、どれぐらい直接関連しているのかは、必ずしもよく分かりませんでした。 

 以上です。 

○金本座長 

 ちょっと大きな話ですので、増川オブザーバーのお話を聞いてから、後にお答えいただ

いたほうがいいかと思いますので、増川オブザーバー、お願いいたします。 

○増川オブザーバー 

 増川です。ありがとうございました。大変興味深くお聞きしておりました。 

 私も 2015年頃ですかね、ドイツのＴＳＯ、50Ｈｅｒｔｚで意見交換したときに、当時、

電炉の事業者と直接契約を結んでＤＲのことを始めたと、そんな話だったのが、今はさま

変わりして、経済ＤＲが欧州で主力になりつつあるというのは、随分変わってきたんだな

というふうに認識しました。 

 今の松村委員からのご指摘にも関連するんですけれども、もし仮に日本の国内において

も需要側のＤＲとしては、経済ＤＲが主力になるという、もしなれば、何が起こるかとい

うのを想像すると、今回の費用便益のシミュレーションでも、需要側は基本的に所与とし

て、その価格シグナルにあまり反応しないような前提で、それはやらざるを得ないと思う
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んですけれども、もし将来はこれが主力になる、しかも電化が進んで、熱利用とか、ＥＶ

とかにおいても、相当ＤＲが可能になってくると思うんですけれども、それはＴＳＯから

の指令で動くのではなくて、価格シグナルに応じて、それぞれがこういうフレキシビリテ

ィーサプライヤーでしたっけ、プロバイダーを中心に、そういう需要側が大きく増えたり

減ったりするということが起こってくるのかなというふうに想像します。 

 となると、今回のモデルそのものの話ではないんですけど、それが仮に主流になるとす

れば、その需要側の曲線に対する影響は結構大きいのかなと思ったので、そういう観点で

は、ここのこういったスタディーをやる場合には配慮する必要があるのかなと思ったんで

すけど、その辺の私の認識が正しいのか、間違っているのか、ご指摘いただければと思い

ました。 

 はい、よろしくお願いします。 

○金本座長 

 もう一方、小宮山も手が挙がっていますので、よろしくお願いします。 

 下げ忘れだと、はい。 

 じゃあ、ほかにないようですね、市村オブザーバー、まとめましてご回答をお願いでき

ればと思いますが。 

○市村オブザーバー 

 はい、ありがとうございます。 

 まず、松村先生からご指摘いただいたポイントは、実は非常に本質の部分でございます。

やはり我々、フレックス・プロバイダーを目指す者としては、やっぱりバランシング・グ

ループというものがどうあるべきなのかというのが、まず大前提になってまいります。 

 特に、バランシング・グループで我々がパラメータとして非常にハンドルケアフリーと

いうか、非常に注視しているのはＰＶです。ＰＶの量が、正直に申し上げて、我々は、定

義的には１日 24時間 48コマで見ているわけなんですが、太陽光は、そんな 48コマなんて

いうのは無視して動いていくわけですね。 

 もちろん、日照時間がある一定の時間軸で限られますから、当然のことながら９時間と

か、長くても 10時間ぐらいのゾーンで考えていくということになるんですが、このＰＶを

どういうふうに生かし切るのか、そこに、ある意味では我々アグリゲーターというか、フ

レックス・プロバイダーがアルゴリズムを駆使してやっていくという世界なのかなと思っ

ています。 

 今のところ、我々がＰＪＭ等々でコオプトマーケットに参入している実績がないもので

すから何とも言えないんですけれども、やはりＦＩＴ、先ほどＦＩＴとＦＩＰが、やっぱ

り大変大事になると、資料４の説明をいただいたときに我々は申し上げたと思うんですが、

それは、やっぱり太陽光が、我々、パラメータとしてはすごく重要になってきて、この太

陽光をどう生かし切りながら、例えば同時市場のような市場に参入していくのかというの

は、ＦＩＴとＦＩＰをどう扱っていくかということと大きく関係してくるのかなというふ
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うに思っています。 

 なので、我々がやろうとしていることはＰＪＭでもないですし、ヨーロッパでも、まだ

コオプトマーケットはございません。議論は進んでいます。先週も議論してきましたが、

やはり、そこにＦＩＴ、ＦＩＰが絡むというと、ヨーロッパの当局も、ＥＮＴＳＯ－Ｅの

方も「すごいね、日本は」というような、あるいは畏敬の念で見られたのも事実でござい

ます。 

 なので、私は、正直に申し上げると、まずはやってみると。やってみたときにどうなっ

ていくのかというところでファインチューニングをしていく。そのためには、一定程度の

サンドボックスみたいなものが必要になってくるんじゃないかなという気はしております。 

 それと、もう一つ、インバランス料金の観点で言うと、これは、ここの議論ではちょっ

と多分ないと思いますので、あえて私のほうから言及しませんでしたが、それでも、松村

先生からおっしゃっていただいたので、やはりこのインバランス料金と我々ＤＲ事業者と

いうのはｂａｃｋ－ｔｏ－ｂａｃｋです。 

 やはり、このインバランス料金の扱いというものをどうしていくのかというのは、やや

もすると、同時市場の議論の前にやっぱり我々はアグリゲーター、フレックス・プロバイ

ダーとしてこれから事業をやっていく上では、ある意味では生殺与奪を握っているような

ところもございますので、ここの部分をどうしていくのかというのはすごく重要なポイン

トだというふうに思っております。 

 あと、増川オブザーバーからいただいたポイントは、正直に申し上げて、ヨーロッパで

もアグリゲーターは多数いらっしゃいます。フレックス・プロバイダーになってやってい

る方もいらっしゃいますし、アグリゲーターとしてＴＳＯに供出している方々もいらっし

ゃいます。 

 正直に申し上げて、ＴＳＯで供出している方々は、フランスの場合ですと、自家発代替

がＤＲとして認められないということになるので、それをレバレッジにｉｍｐｌｉｃｉｔ 

ＤＲをどんどん深掘りをしてきたということかなというふうに思っています。 

 いずれにいたしましても、市場の制約要因を、ある意味ではテコにして技術を研磨して

いくというのが重要なのかなというふうに思っております。 

 以上でよろしいでしょうか。 

○金本座長 

 どうもありがとうございました。なかなかＤＲを入れるのも、いろんなことを検討しな

きゃいけないなという気がしました。 

 これまで、ＰＪМを集中的に勉強してきたんですが、アメリカですと、カリフォルニア

は太陽光はいっぱい入っていまして、いろんなことをやっているようです。どちらかとい

うと、デマンドレスポンスみたいな感じではなくて、ＩＳＯ側で引き受けているという、

それもＩＳＯの調整をより細かく、調整力の商品もいろんなものを入れてやっているとい

う感じでございます。 
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 ヨーロッパで最近調べたのは、スペインが風力がたくさん入っていて、それで当日市場

のザラバではなくて、オークション市場を何回もやって、そこで価格をつけていると。そ

のせいで風力プロバイダーは一生懸命風力の予測をして、予測精度がすごく上がっている

とか、そんな議論もいろいろあります。 

 ちょっとこの辺を進めるためには、もっといろんなことを調べなきゃいけないなという

のが私の感想でございます。また何か市村オブザーバーのほうで、その点に関していろん

な情報をお持ちでしょうから、いろんなことを教えていただければと思います。 

 よろしくお願いいたします。 

○市村オブザーバー 

 かしこまりました。今後ともよろしくお願いいたします。 

○金本座長 

 あと、事務局のほうからは何かございますでしょうか。 

○下根マネージャー 

 事務局でございます。市村オブザーバーにおかれましては、プレゼンテーションいただ

きまして、また、委員の皆様、オブザーバーの皆様に関しましては、活発なご議論をいた

だきましてありがとうございました。 

 ＤＲのリアルな実態でございますとか、非常に有益なところをプレゼンいただいたとい

うふうに思ってございますし、さはさりとて、市場に出す際には、どういった情報開示が

あり得るのか、あるいはそういう形ではなくても、調達コストの低減ですとか、安定供給

にどのように寄与するのかというところについて、今後、議論を深めていく必要があると

いうふうには認識しております。 

 こういったところは、いただいたご意見等も踏まえながら、今後、事務局においても、

どういった形で、同時市場でＤＲを取り扱っていくのかといったところをしっかり検討し

ていきたいと思いますので、引き続きよろしくお願いしたいと思います。 

 

３．閉会 

○金本座長 

 どうもありがとう。 

 それでは、あと、増川オブザーバーは、今さっきのなごりが出ているだけですね。はい、

どうもありがとうございます。 

 それでは、大体ご発言はこれでないようでございますので、自由討議・質疑応答はこれ

までとさせていただきたいと思います。 

 皆様、活発なご議論をありがとうございました。毎回言っておりますが、この検討会、

今後の電力システムを支えていくためにも極めて重要でございますので、引き続き議論を

深めていきたいと思います。 

 ということで、これをもちまして第３回同時市場の在り方等に関する検討会を閉会させ
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ていただきます。今日は大変ありがとうございました。 

 

以上 


